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ドリフ ト層 （1 ) の厚み L 、キャリアの拡散係数をD 、ライフタイムを τ、 I G B T ( 1 0 0 ) およ
び F W D ( 2 0 0 ) に基づ く第 1 パラメ一タを k 1 、ゥエル層 （1 3 ) に基づ く第 2 パラメ一タを k
2 、ゥエル層と ドリフ ト層の間の ビル トインポテンシャルに対するスナ ップバ ック電圧の比に k を掛
けた値をK とすると、W 3 ≥ ( ( k 2 ( D τ) / ) - L 2 ) ( 1 / 2 ) かつ、W 2 ≥ L 1 Κ 1

( K ≥ 2 ) かつ、W 2 —W 1 ≥ 1 0 m 。W 1 は、ゥエル層の外周側端部を ドリフ ト層の裏面側に投影
した位置 よ リカソー ド領域 （3 ) とコレクタ領域 （2 ) との境界部までの距離。W 2 は、ベース領域
( 4 ) の うち I G B T と F W D との境界部からゥエル層の外周側端部までの距離。W 3 は、ゥエル層と

ベース領域 との境界部 を裏面側に投影 した位置 よ リ力ソー ド領域 とコレクタ領域 との境界部までの距
離。これにより、ゥエル層がアノー ドとなるときに、ゥエル層か らのホール注入が多くなることで FW
Dの耐量が低下 して しまうことを抑制 しつつ、ゥヱル層の うちセル領域の外縁近傍か らのホールが届か
せ、実質的にアノー ドとして機能する領域が減少することを抑制することができる。



明 細 書

発明の名称 ：半導体装置

関連出願の相互参照

[0001 ] 本出願は、 2 0 1 0 年 7 月 1 日に出願された日本特許出願 2 0 1 0 _ 1 5

2 3 5 号および 2 0 1 1 年 6 月 2 3 日に出願された日本特許出願 2 0

- 3 9 5 6 7 号を基にしており、そ してそれ らを参照することによって、

その開示内容を本出願に組み込む。

技術分野

[0002] 本発明は、スイッチング素子として機能する絶縁ゲー ト型バイポーラ トラ

ンジスタ （以下、 I G B T という）とフリーホイールダイオー ド （以下、 F

W D という）とが同一チップ内に集積化された半導体装置に関するものであ

る。

背景技術

[0003] 従来より、直流—交流変換を行うためのインバ一タ回路などでは、スイツ

チング素子として機能する I G B T と F W D とが同一チップ内に集積化され

た半導体装置が使用されている。 I G B T のオンオフによって直流—交流交

換を行うと共に、 I G B T をオフしたときに、 F W D を通 じて負荷 （例えば

モータ）に流れる電流を還流させている。

[0004] このような半導体装置に使用される F W D では、 I G B T がオフしている

ときの順方向電圧 V f に対する順方向電流 I f の特性 （以下、 V f — I f 特

性という）は線形となるが、 I G B T をオンしたときの V f _ I f 特性はス

ナップバック電圧の影響により非線形な領域が発生する。図 6 は、 F W D の

V f - I f 特性を示 した図である。この図に示されるように、 I G B T がォ

ンしたときにはオフしているときと比較 して順方向電圧 V f が変動すると共

に、スナップバック電圧が発生する領域があり、線形性が得 られない。

[0005] 具体的には、 I G B T と F W D とを 1 チップに形成 した半導体装置の場合

、 I G B T をオンしたときの等価回路図は、図 7 のように示される。すなわ



ち、 p 型デ ィ一 プゥエル層 1 3 と n _ 型 ドリフ ト層 1 にて構成 され る F W D 2

0 0 に対 して I G B T 1 0 0 のチ ャネル抵抗 R a とチ ャネルか ら F W D 2 0

0 の P N 接合部 （p 型デ ィー プゥエル層 1 3 の下部）に至 るまでの内部抵抗

R b とが並列的に接続 され 、 さらに これ らに p 型デ ィー プゥエル層 1 3 の下

部 における n _型 ドリフ ト層 1 の 内部抵抗 R c とフィ一ル ドス トップ （以下、

F S とい う）層 1 a の 内部抵抗 R d を直列的に接続 した状態 となる。 この よ

うな回路 において、 I G B T 1 0 0 がオ ンす ると、内部抵抗 R b が小 さい こ

とか らダイォ一 ド側 よ りも I G B T 1 0 0 のチ ャネル側 にばか り電流が流れ

るため、伝導度変調が起 きず、順方 向電圧 V f が増大 して しま う。

[0006] このため、 I G B T 1 0 0 と F W D 2 0 0 を備 えた半導体装置 では、 F W

D 2 0 0 動作 時に I G B T 1 0 0 にゲー ト電圧 を印加 しないよ うにゲー ト制

御 を行 う。そ して、 F W D 2 0 0 の動作 を判定す るために、ダイオー ドセ ン

ス を行 っているが、正確 なセ ンス を行 うためには V f - I f 特性 に線形性が

要求 され るため、スナ ップバ ック電圧の影響 を受 ける非線形な領域 を避 けて

セ ンス を行わな けれ ばな らず、順方 向電圧 V f が大 きな ところで しか適用で

きなか った。

[0007] これ に対 して、特許文献 1 において、ゲー ト構造がない p 型ベース領域 4

の幅 を広 くす る ことで、 V f の増大 を抑制す る ことが提案 され ている。

先行技術文献

特許文献

[0008] 特許文献 1 ：特 開 2 0 0 8 _ 5 3 6 4 8 号 公報

発 明の概要

[0009] しか しなが ら、 F W D 2 0 0 と して機能す る領域 を広 げる ことによって I

G B T 0 0 の領域 を減 らす ことになるため、 I G B T 1 0 0 のオ ン損失が

大 き くなるとい う問題が ある。

[001 0] 本発 明は上記点に鑑み て、 F W D の V f _ I f 特性の線形性 を改善 しつつ

、 I G B T のオ ン損失 を低減 できる半導体装置 を提供す る ことを 目的 とす る



[001 上記 目的 を達成す るため 、本発 明の ひ とつの態様 で は、デ ィー プゥ エル層

の外周側 端部 を ドリフ ト層 の裏 面側 に投影 した位置 よ りカ ソー ド領域 とコ レ

ク タ領域 との境界 部 までの距離 をW 1 、ベー ス領域 の うち絶 縁 ゲー ト型バ イ

ポー ラ トラ ンジス タ とフ リ一 ホ イ一ル ダイォ一 ドとの境界 部 か らデ ィー プゥ

ェル層 の外周側 端部 までの距離 をW 2 、 デ ィー プゥ ェル層 とベー ス領域 との

境界 部 を裏 面側 に投影 した位置 よ り力 ソ一 ド領域 とコ レク タ領域 との境界 部

までの距離 をW 3 、 ドリフ ト層 の厚み を L 1 、 ドリフ ト層 内でのキ ャ リアの

拡 散係 数 を D 、キ ャ リアの ライ フタイム を て、絶 縁 ゲー ト型バ イポー ラ トラ

ンジス タお よび フ リー ホ イール ダイォ一 ドの構 造 に基 づ いて決 ま る第 1 パ ラ

メー タを k 、 デ ィー プゥ エル層 の構 造 に基 づ いて決 ま る第 2 パ ラ メー タを

k 2 、 デ ィ一 プゥ エル層 と ドリフ ト層 の間の ビル トイ ンポ テ ンシャル （V A

K ( t h ) ) に対す るスナ ップバ ック電圧 （V S B ) の 比 に対 して第 1 パ ラ

メー タ k 1 を掛 けた値 （k 1 V S B V A K ( t h ) ) を K とす る と、

距離W と距離W 2 お よび距離W 3 は、

W 3 ≥ ( ( k 2 ( D て） 1 2 ) 2 _ L 1 2 ) ( 1 2 )

か つ 、

W 2 ≥ L / 2

ただ し、 Κ ≥ 2 . 5

か つ 、

W 2 - W ≥ 0 m

を満 たす値 とされ て いる ことを特徴 と して いる。

[001 2] この よ うに、距離W 1 と距 離W 2 と距 離W 3 が上 記 3 つの数 式 を満 たす値

とな るよ うに して いる。 これ に よ り、深 いデ ィ一 プゥ エル層 が ア ノー ドとな

る ときに、デ ィー プゥ エル層 か らのホール注入 が 多 くな る ことで F W D の耐

量 が低 下 して しま うことを抑制 しつつ、デ ィー プゥ エル層 の うちセル領域 の

外縁近傍 か らのホール が届 かず 、実 質 的 にア ノー ドと して機 能す る領域 が減

少す る ことを抑制す る ことが で きる。

[001 3] 本 発 明の他 の態様 で は、距離W 3 、W 2 、W 1 力、



W 3 = ( ( k 2 ( D て ） / 2 ) 2 - L 2 ) ( 1 2 )

か つ W 2 = L / 2

かつ

W 2 - W = 1 0 がm

で ある と好 ま しい。

[001 4] 本発 明の他 の態様 では、セル領域 および外周領域 において、第 1 導 電型の

ドリフ ト層の裏面側 に、 ドリフ ト層 よ りも高不純物濃度 とされ た第 1 導 電型

の フィ一ル ドス トップ層が配置 され 、 この フィ一ル ドス トップ層の表層部 に

コ レクタ領域 およびカ ソー ド領域 が形成 され る半導体装置 に対 して も適用 で

さる。

[001 5 ] 本発 明の他 の態様 では、ベース領域 を貫通 し、一方 向を長手方 向 と して複

数本が所定の間隔で並べ られ た トレンチ を備 え、ゲ一 ト絶縁膜 およびゲ一 ト

電極 が トレンチ内において形成 され た トレンチゲ一 ト構造の半導体装置 に対

して適用す る と好 ま しい。

[001 6 ] 本発 明の他 の態様 では、ゲー ト構造の長手方 向の先端位置 において も、距

離W と距離W 2 お よび距離W 3 が 、

W 3 ≥ ( ( k 2 ( D て ） 1 2 ) 2 _ L 1 2 ) ( 1 2 )

か つ、

W 2 ≥ L / 2

ただ し、 Κ ≥ 2 . 5

か つ W 2 —W 1 ≥ 1 0 〃m

を満たす よ うにす る ことで、ゲ一 ト構造の長手方 向の先端位置 において も

、 F W D の耐量が低 下 して しま うことを抑制 しつつ、デ ィ一 プゥ エル層の う

ちセル領域 の外縁近傍 か らのホールが届 かず 、実質的にア ノー ドと して機能

す る領域 が減少す る こ と を抑制す る こ とがで きる。

[001 7 ] 本発 明の他 の態様 では、複 数のゲー ト構造の間の一部 において、ェ ミッタ

領域 が形成 され な い部分 を備 える こ とによ り、エ ミッタ領域 が形成 され て い

て I G B T と して動作す る部分 を含む第 1 の領域 と、ェ ミッタ領域 が形成 さ



れない部分を含み、かつ、当該部分が F W D として動作する第 2 の領域 とを

構成 し、 I G B T を囲む F W D が備えられ部分を第 3 の領域 として、第 1 の

領域および第 2 の領域は、ゲー ト構造 と同方向が長手方向とされ、第 3 の領

域に加えて第 2 の領域にも F W D を備えた構成 とすることを特徴 としている

[001 8] このように、第 1 〜第 3 の領域を備えた場合において、第 2 の領域にも F

W D が備えられるようにすることで、ゲ一 ト電圧印加時に動作する F W D の

面積を増やす ことが可能 とな り、スナ ツプ/ くック電圧の低減を図ることが可

能 となる。

[001 9] 本発明の他の態様では、ェミッタ領域が形成 されない部分の幅が 2

以上 とされるようにすると好ま しい。

このように、第 2 の領域に備えられる F W D の幅を 2 0 m 以上 とすること

で F W D のオン電圧を低減することが可能 となる。

[0020] 本発明の他の態様では、カソー ド領域は、第 1 の領域の長手方向と同方向

を長手方向として形成 されていると共に、第 1 の領域の長手方向先端部よ り

も突き出 して配置 されてお り、該長手方向において分割 されていることを特

徵 としている。

[0021 ] このような構成 とすれば、分割 したカソ一 ド領域の間のコレクタ領域によ

つて構成 される I G B T にて I G B T 動作 させることで電流を流 し、電流密

度を高 くすることで他の部分の I G B T についても I G B T 動作 させるよう

にする。これによ り、 I G B T のスナ ップバ ック電圧を低減することが可能

となる。これによ り、 F W D の面積を増やす ことによるスナ ップバ ック電圧

の低減 と、 I G B T を動作 させやす くすることによるスナ ップバ ック電圧の

低減の両立を図ることが可能 となる。

[0022] 本発明の他の態様では、第 1 の領域は長手方向において複数に分割 されて

いることを特徴 としている。このように、第 1 の領域を複数に分割するよう

に しても良い。この場合において、分割 された第 1 の領域の間の領域にベー

ス領域のみが形成 されることで、当該領域にも F W D が構成 されるようにす



れば、図 1 2 ( c ) のW 4 の広い FW D の面積を増やす ことや この領域が第

3 の領域の補助的な役割をすることが可能 とな り、スナ ツプバ ック電圧の低

減を図ることが可能 となる。

[0023] 本発明の他の態様では、力ソー ド領域を第 1 の領域の長手方向と同方向を

長手方向として形成 し、第 1 の領域の長手方向先端部の方が力ソ一 ド領域の

長手方向先端部よ りも突き出 して配置 されるようにすることもできる。

[0024] このように、力ソー ド領域を第 1 の領域の長手方向と同方向を長手方向と

して形成する場合において、第 1 の領域が長手方向において分割 されている

と、その分割 されている領域においてスナ ップバ ック電圧が大きくなること

が懸念 される。 しか しなが ら、第 1 の領域の長手方向先端部の方が力ソー ド

領域の長手方向先端部よ りも突き出 して配置 されるようにすることで、この

領域で I G B T が形成 されるようにできる。このため、この領域で I G B T

動作 させることで電流を流 し、電流密度を高 くすることで他の部分の I G B

T についても I G B T 動作 させるようにできる。これによ り、 I G B T のス

ナ ップ/ くック電圧を低減することが可能 となる。

[0025] 本発明の他の態様では、分割 された第1の領域の間の距離が距離W 2 の 2 倍

以上 とされるようにすることを特徴 としている。

[0026] このように、分割 された第1の領域の間の距離を距離W 2 の 2 倍以上に取る

ことによ り、この領域を トレンチゲ一 ト構造の両先端位置に配置 される第 3

の領域の代わ りとすることもできる。

[0027] 本発明の他の態様では、第 1 の領域は、さらに長手方向において複数箇所

で分割 されてお り、複数箇所で分割 された当該第 1 の領域の間の領域にエミ

ッタ領域が形成 されないことで、当該領域にも FW D が構成 され、力ソー ド

領域は、複数箇所で分割 された第 1 の領域の間の領域 と対応する位置におい

て第 1 の領域 と対応する位置よ りも幅広 とされていることを特徴 としている

[0028] このような構成によれば、分割 された第 1 の領域の間においてダイォ一 ド

動作 させ られる FW D の面積を増やす ことや この領域が第 3 の領域の補助的



な役割 をす る ことができ、よ り F W D のスナ ップバ ック電圧 を低減 できる。

[0029] 本発 明の他の態様 では、第 1 の領域 は複数本並べて配置 され 、隣 り合 う当

該第 1 の領域の うち対向す る辺の一部が凹ま され 、該凹ま された領域 にも F

W D が構成 され ている ことを特徴 と している。

[0030] この よ うに、 F W D が構成 され る領域の幅 を広 げる ことによ り、その領域

に構成 され る F W D が ダイオー ド動作 し易 くなる。 これ によ り、 F W D の面

積が増 える ことや この領域が第 3 の領域の補助的な役割 をす る ことで半導体

装置全体のスナ ップ/ くック電圧 を小 さ くす る ことが可能 になる。

[0031 ] 本発 明の他の態様 では、力 ソー ド領域 は、第 1 の領域の長手方 向 と同方 向

を長手方 向 と して形成 され てお り、第 1 の領域の一部が凹ま された領域 に設

け られた F W D と対向 して、当該凹ま された領域 に設 け られた F W D の幅 に

合せて力 ソ一 ド領域が形成 され るよ うにす ると好ま しい。

[0032] この よ うな構成 によれ ば、幅広 とされた F W D とされ る領域 と力 ソー ド領

域 とが対向 した レイァゥ トとな り、その部分 を効率的にダイォ一 ド動作 させ

られ るため、よ り F W D のスナ ップバ ック電圧 を低減 できる。

[0033] 本発 明の他の態様 では、力 ソー ド領域 は、第 2 の領域 と対応す る場所に形

成 された領域 と、該第 2 の領域 と対応す る場所に形成 された領域 よ りも幅が

狭 く、第 1 の領域 と対応す る場所に形成 された領域 とを有 している ことを特

徵 と している。

[0034] この よ うな構成 によれ ば、力 ソー ド領域の うちの第 2 の領域 と対応す る場

所に形成 された領域 についてはダイォ一 ド動作 を行わせ、第 1 の領域 と対応

す る場所に形成 された領域 についてはM O S 動作 を行わせ る ことができる。

このため、 I G B T 動作 を基本 と しつつ、M O S 動作 も行わせ る ことが可能

になる ことか ら、スイ ッチ ング損失の低減 を図る ことが可能 となる。 この よ

うなスイ ッチ ング損失の低減効果は、半導体装置 をイ ンバー タ駆動 に適用す

る場合の よ うに頻繁 にスイ ッチ ングが行われ るよ うな適用形態 とされ る場合

に有効である。

[0035] 本発 明の他の態様 では、 ドリフ ト層の裏面側 において、セル領域の外縁部



には、コレクタ領域およびカソー ド領域が混在する混在領域が備えられてい

ることを特徴 としている。

[0036] このように、セル領域の外縁部においてコレクタ領域 と力ソー ド領域 とを

混在 させた混在領域を備えることで、寄生 トランジスタがオンし難 くなるよ

うにできる。これによ り、半導体装置の耐量を向上 させ られる。また、キヤ

リア再注入を抑制できるため、スイッチング損失の低減を図ることも可能 と

なる。

[0037] なお、上記各手段の括弧内の符号は、後述する実施形態に記載の具体的手

段 との対応関係を示すものである。

図面の簡単な説明

[0038] [図1] 本発明の第 1 実施形態にかかる半導体装置の断面図である。

[図2] 図 1 に示す半導体装置の上面 レイァゥ ト図である。

[図3] p 型ディープゥエル層 1 3 か ら n +型不純物領域 3 までの距離 とキヤ リ

ァのライフタイム てとの 関係を示 した半導体装置の断面図である。

[図4] 図 1 に示す半導体装置のダイォ一 ド作動を行 うときの等価回路を模式的

に描いた断面図である。

[図5] 図 1 に示す半導体装置のアノー ド一カソ一 ド間電圧 V A K に対する順方

向電流 I f の特性 （以下、V A K — I f 特性 という）を示 した図である。

[図6] F W D の V f _ I f 特性を示 した図である。

[図7] I G B T と F W D とを 1 チ ップに形成 した半導体装置の場合において、

I G B T をオンしたときの等価回路図である。

[図8] 距離W 2 に対するスナ ップバ ック電圧 V S B の関係をS i m解析 した結

果を示す図である。

[図9] 距離W 2 _ 距離W 1 に対するスナ ップバ ック電圧 V S B の関係をS i

解析 した結果を示す図である。

[図10] 図 1 に示す半導体装置の V c e - I f 特性について電子線照射量を 6

0 k G y として測定 した結果を示す図である。

[図11] ( a ) は、本発明の第 2 実施形態にかかる半導体装置の上面 レイァゥ



ト図であり、 （b ) は、 （a ) の領域 X I B の部分拡大図である。

[図12] ( a ) 〜 （c ) は、それぞれ、図 1 1 ( b ) に示す X I I A _ X I I A

、 X I I B - X I I B 、 X I I C - X I I C に沿う断面図である。

[図13] 第 2 の領域での F W D 2 0 0 の幅W 4 と F W D 2 0 0 がオンし始める

電圧 V F (スナップバック電圧 V S B に相当）との関係を示 したグラフであ

る。

[図14] 本発明の第 3 実施形態にかかる半導体装置の上面レイァゥ ト図である

[図15] 本発明の第 4 実施形態にかかる半導体装置の上面レイァゥ ト図である

[図16] 本発明の第 5 実施形態にかかる半導体装置の上面レイァゥ ト図である

[図17] 本発明の第 6 実施形態にかかる半導体装置の上面レイァゥ ト図である

[図18] 本発明の第 7 実施形態にかかる半導体装置の上面レイァゥ ト図である

[図19] 本発明の第 8 実施形態にかかる半導体装置の上面レイァゥ ト図である

[図20] 本発明の第 9 実施形態にかかる半導体装置の上面レイァゥ ト図である

[図2 1 ] 本発明の第 1 0 実施形態にかかる半導体装置の上面レイァゥ ト図であ

る。

[図22] 本発明の第 1 1 実施形態にかかる半導体装置の上面レイァゥ ト図であ

る。

[図23] 本発明の第 1 2 実施形態にかかる半導体装置の上面レイァゥ ト図であ

る。

[図24] 本発明の第 1 3 実施形態にかかる半導体装置の上面レイァゥ ト図であ

る。



[ 図25] 本発明の第 1 4 実施形態にかかる半導体装置の上面 レイァゥ ト図であ

る。

[図26] 本発明の第 1 5 実施形態にかかる半導体装置の上面 レイァゥ ト図であ

る。

[図27] 本発明の第 1 6 実施形態にかかる半導体装置の上面 レイァゥ ト図であ

る。

[図28] 本発明の第 1 7 実施形態にかかる半導体装置の上面 レイァゥ ト図であ

る。

[図29] 本発明の第 1 8 実施形態にかかる半導体装置の上面 レイァゥ ト図であ

る。

[図30] ( a ) は、本実施形態にかかる半導体装置の上面 レイアウ ト図、 （b

) は、図 3 0 ( a ) の二点差線で囲んだ領域の部分拡大図である。

[図3 1 ] 図 3 0 に示す半導体装置の V c e - I c 特性 を調べた図である。

[図32] 距離 L c と I G B T 1 0 0 のスナ ップバ ック電圧 V S B について調べ

た結果を示すグラフである。

[図33] ( a ) 〜 （c ) は、領域 3 b の他の レイアウ トを示 した図である。

[図34] n +型不純物領域 3 を他の構造 とす る場合の半導体装置の レイァゥ ト図

である。

[図35] n +型不純物領域 3 を他の構造 とす る場合の半導体装置の レイァゥ ト図

である。

[図36] n +型不純物領域 3 を他の構造 とす る場合の半導体装置の レイァゥ ト図

である。

[図37] ( a ) は、セル領域 における基板裏面側の レイアウ トを示 した図であ

り、 （b ) は、 （a ) の部分拡大図である。

[図38] 半導体装置が壊れ るメカニズムを示 した説明図である。

[図39] ( a ) は、セル領域 における基板裏面側の レイアウ トを示 した図であ

り、 （b ) は、 （a ) の部分拡大図である。

[図40] ( a ) は、セル領域 における基板裏面側の レイアウ トを示 した図であ



り、 （b ) は、 （a ) の部分拡大図である。

[図 4 1 ] セル領域 における基板裏面側の レイアウ トを示 した図である。

[図42] ( a ) 〜 （c ) は、第 1 の領域のセル構成、第 2 、第 3 の領域のセル

構成な どの一例 を示 した断面図である。

発明を実施するための形態

[0039] 以下、本発 明の実施形態 について図に基づいて説明す る。

(第 1 実施形態）

本発 明の第 1 実施形態 について説明す る。図 1 は、本実施形態 にかか る半

導体装置の断面図、図 2 は、図 1 に示す半導体装置の上面 レイアウ ト図であ

る。図 1 は、図 2 の I _ I に沿 う断面図に相 当 している。以下、 これ らの図を

参照 して、本実施形態の半導体装置 について説明す る。

[0040] 図 1 に示す よ うに、本実施形態の半導体装置 は、例 えば不純物濃度が 1 X

1 0 1 3 〜 1 X 1 0 1 4 c m - 3 とされた n - 型 ドリフ ト層 1 を構成す る半導体基

板 に対 して I G B T 0 0 や F W D 2 0 0 を備 える ことによ り構成 され てい

る。図 1 および図 2 に示 した よ うに、 I G B T 1 0 0 が備 え られ る I G B T

形成領域 と F W D 2 0 0 が備 え られ るダイォ一 ド形成領域がセル領域 とされ

、セル領域の外周部 に外周領域が備 え られ ている。図 2 に示 され るよ うに、

半導体装置 を構成す るチ ップの中央部が I G B T 形成領域 とされ 、その周囲

を囲む よ うにダイォ一 ド形成領域が配置 され る ことでセル領域が構成 され 、

さらにそのセル領域の外周 を囲む よ うに外周領域が配置 され ている。

[0041 ] セル領域 における I G B T 形成領域 およびダイォ一 ド形成領域 において、

n _型 ドリフ ト層 1 の裏面側 における当該 n _型 ドリフ ト層 1 の表層部 には、

F S 層 1 a が形成 され ている。 この F S 層 1 a は、 n _型 ドリフ ト層 1 よ りも

高不純物濃度の n 型層 にて構成 され 、空乏層の広が りを防 ぐことで耐圧 と定

常損失の性能 向上 を図ると共に、基板裏面側か ら注入 され るホールの注入量

を制御す るために備 えてある。

[0042] また、セル領域 における I G B T 形成領域 およびダイォ一 ド形成領域 にお

いて、 n _型 ドリフ ト層 1 の裏面側 における F S 層 1 a の表層部 には、 コ レク



タ領域に相当する p +型不純物領域 2 および力ソ一 ド領域に相当する n +型不

純物領域 3 が形成されている。 p +型不純物領域 2 は、ボロン等の p 型不純物

が注入されて形成され、例えば不純物濃度が 1 x l 0 1 7〜 l x l 0 2 c m - 3

で構成されている。 n +型不純物領域 3 は、リン等の n 型不純物が注入されて

形成され、例えば不純物濃度が 1 X 1 0 1 9〜 1 X 1 0 2 1 c m - 3で構成されて

いる。 n _型 ドリフ ト層 1 の裏面側は基本的には p +型不純物領域 2 とされて

いるが、部分的に n +型不純物領域 3 が形成された構造とされている。

[0043] 図 2 中の実線ハツチングを示した領域が n +型不純物領域 3 の形成されてい

る領域であり、それ以外の領域が p +型不純物領域 2 の形成されている領域で

ある。図 2 中の破線ハッチングを示した領域は、 p 型ディープゥエル層 1 3

の形成されている領域である。

[0044] 図 2 に示されるように、 n _型 ドリフ ト層 1 の裏面側は基本的には p +型不

純物領域 2 とされているが、部分的に n +型不純物領域 3 が形成された構造と

されている。本実施形態の場合、 n +型不純物領域 3 は、セル領域において短

冊状のものが複数本ス トライプ状に配置された構造とされている。なお、 n +

型不純物領域 3 のうち短冊状の部分のものは、図 2 中では 5 本のものを縦方

向に 2 つに分割したものとして描いてあるが、実際にはそれ以上の多数本が

形成されている。

[0045] また、セル領域における I G B T 形成領域においては、 n _型 ドリフ ト層 1

の表層部には、所定厚さの p 型ベース領域 4 が形成されている。この p 型べ

—ス領域 4 を貫通して n - 型 ドリフ ト層 1 まで達するように複数個の トレンチ

6 が形成されており、この トレンチ 6 によって p 型べ一ス領域 4 が複数個に

分離されている。具体的には、 トレンチ 6 は複数個所定のピッチ （間隔）で

形成されており、図 1 の奥行き方向 （紙面垂直方向）において各 トレンチ 6

が平行に延設されたス トライプ構造、もしくは並行に延設されたのちその先

端部において引き回されることで環状構造とされている。そして、環状構造

とされる場合、各 トレンチ 6 が構成する環状構造は複数本ずつを 1組として

多重リング構造が構成され、隣接する多重リング構造同士の長手方向が平行



となるように配置 されている。

[0046] 隣接する トレンチ 6 によって p 型ベース領域 4 が複数に分割 された状態 と

なるが、少な くともその一部は、チャネル領域を構成するチャネル p 層 4 a

とな り、このチャネル p 層 4 a の表層部に、ェミッタ領域に相当する n +型不

純物領域 5 が形成 されている。なお、本実施形態では、分割 された各 p 型べ

ース領域 4 がチャネル p 層 4 a となる場合を図示 してあるが、その うちの一

部に n +型不純物領域 5 を形成 しないことで、 I G B T として機能する部分を

間引いた構造 （以下、間引き構造 という）とされても良い。

[0047] n +型不純物領域 5 は、 n - 型 ドリフ ト層 1 よ りも高不純物濃度で構成 され

、 p 型べ一ス領域 4 内において終端 してお り、かつ、 トレンチ 6 の側面に接

するように配置 されている。よ り詳 しくは、 トレンチ 6 の長手方向に沿 って

棒状に延設 され、 トレンチ 6 の先端よ りも内側で終端 した構造 とされている

[0048] 各 トレンチ 6 内は、各 トレンチ 6 の内壁表面を覆 うように形成 されたゲ一

ト絶縁膜 7 と、このゲー ト絶縁膜 7 の表面に形成 された ドーブ トP o I y -

S i 等によ り構成 されるゲー ト電極 8 とによ り埋め込まれている。ゲー ト電

極 8 は、図 1 とは別断面において互いに電気的に接続 され、同電位のゲー ト

電圧が印加 される様になつている。このような構造によ り、 トレンチゲー ト

構造が構成 されている。

[0049] さらに、 n +型不純物領域 5 およびチャネル p 層 4 a は、層間絶縁膜 9 に形

成 されたコンタク トホール 9 a を通 じてェミッタ電極に相当する上部電極 1

0 と電気的に接続 されてお り、上部電極 1 0 や図示 しない配線などを保護す

るように保護膜 1 1 が形成 されている。そ して、 p +型不純物領域 2 の裏面側

に下部電極 1 2 が形成 されることによ り、 I G B T 1 0 0 が構成 されている

[0050] —方、セル領域におけるダイオー ド形成領域でも、 I G B T 形成領域 と同

様に、 n _型 ドリフ ト層 1 の表層部に所定厚 さの p 型ベース領域 4 が形成 され

ている。さらに、 p 型ベース領域 4 の周囲を囲むように、 p 型ベース領域 4



よ りも接合深 さが深 くされた p 型デ ィー プゥエル層 1 3 が形成 され ている。

この P 型デ ィー プゥエル層 1 3 は、 p 型ベース領域 4 よ りも高不純物濃度で

構成 され 、例 えば不純物濃度が 1 X 1 0 1 8 〜 1 X 1 0 1 9 c m _ 3 で構成 され て

いる。

[0051 ] このため、ダイオー ド形成領域 に備 え られた p 型ベース領域 4 および p 型

デ ィ一 プゥエル層 1 3 をアノー ドと し、 n _ 型 ドリフ ト層 1 および n +型不純

物領域 3 を力 ソー ドと して P N 接合 された ダイォ一 ド構造 を有す る F W D 2

0 0 が構成 され ている。 この F W D 2 0 0 は、 p 型デ ィ一 プゥエル層 1 3 に

対 して上部電極 1 0 がアノー ド電極 と して電気的に接続 され 、 n +型不純物領

域 3 に対 して下部電極 1 2 が カ ソー ド電極 と して電気的に接続 された構造 と

され ている。

[0052] このため、 I G B T 1 0 0 と F W D 2 0 0 とは、ェ ミッタとアノー ドと力《

電気的に接続 され ると共に、 コ レクタとカ ソ一 ドとが電気的に接続 され る こ

とで、同一チ ップにおいて互 いに並列接続 された構造 とされ ている。

[0053] な お、外周領域 においては、図示 しないが、 n _ 型 ドリフ ト層 1 の表層部 に

おいて、セル領域の外周 を囲む よ うに p 型ベース領域 4 よ りも深 くされた p

型拡散層が形成 され 、更に p 型拡散層の外周 を囲む よ うに p 型ガー ドリング

層が多重 リング構造 と して形成 され るな ど、外周耐圧構造が構成 され ている

。 この外周耐圧構造 によ り、電界が偏 り無 く広 げ ら得 る ことで、半導体装置

の耐圧 向上が図 られ ている。

[0054] 以上の よ うに、本実施形態 にかか る I G B T 1 0 0 と F W D 2 0 0 とを一

体化 した半導体装置が構成 され ている。 この よ うに構成 された半導体装置 は

、例 えば直流 一交流変換 を行 うためのィ ンバ一 タ回路な どのスィ ツチ ング回

路 に備 え られ 、 I G B T 1 0 0 がスイ ッチ ング素子 と して機能 させ られ ると

共に、 F W D 2 0 0 が I G B T 1 0 0 をオ フ した ときに還流電流 を流す還流

素子 と して機能 させ られ る。

[0055] この とき、 F W D 2 0 0 では、ダイオー ド形成領域 に備 え られた p 型べ一

ス領域 4 および p 型デ ィ一 プゥエル層 1 3 がアノー ドと して機能す る ことで



、ダイオー ド動作を行 う。ところ力、 深い p 型ディープゥエル層 1 3 がァノ

ー ドとなるために、 p 型ディープゥエル層 1 3 か らのホール注入が多 くなつ

て FW D 2 0 0 の耐量を低下させる可能性がある。

[0056] —方、図 3 に示す半導体装置の断面図に表 されるように、 p 型ディープゥ

エル層 1 3 か ら n +型不純物領域 3 までの距離が長いと、キャ リアのライフタ

ィム ての関係か ら、セル終端部、つま りp 型ディープゥエル層 1 3 の うちセ

ル領域の外縁近傍か らのホールが届かず、実質的にアノー ドとして機能する

領域が減少する。このため、深い p 型ディープゥエル層 1 3 か らのホール注

入を抑制 して FW D 2 0 0 の耐量を確保 しつつ、実質的にアノー ドとして機

能する領域を大きくできるように、各部の設計を行 っている。以下、この設

計について説明する。

[0057] 図 4 は、図 1 に示す半導体装置のダイオー ド作動を行 うときの等価回路を

模式的に描いた断面図である。また、図 5 は、図 1 に示す半導体装置の V A

K - I f 特性を示 した図である。アノー ド一力ソー ド間電圧 V A K は、 FW

D 2 0 0 の順方向電圧 V f と同等であるため、図 5 の特性は、 FW D 2 0 0

の V f _ I f 特性に相当する。

[0058] まず、 I G B T 1 0 0 と F W D 2 0 0 の等価回路は、図 4 中に示 したもの

となる。すなわち、 I G B T 1 0 0 のコレクタに対 して n _型 ドリフ ト層 1 の

横方向の内部抵抗 R 1 (抵抗率 1 ) が接続 されている。そ して、 I G B T

0 0 のェ ミッタ一コレクタ間と内部抵抗 R が FW D 2 0 0 に対 して並列

接続 されていると共に、これ らFW D 2 0 0 等に対 して n - 型 ドリフ ト層 1 の

縦方向の内部抵抗 R 2 (抵抗率 と、 F S 層 1 a の横方向の内部抵抗 R

3 (抵抗率 2 ) が直列接続 されている。また、 p 型ディープゥエル層 1 3

の外周側端部を n - 型 ドリフ ト層 1 の裏面側に投影 した位置か ら、 n +型不純

物領域 3 と p +型不純物領域 2 との境界部までの距離をW 1 とし、 FW D 2 0

0 として機能する p 型ベース領域 4 の端部 （p 型ベース領域 4 の うち I G B

T 1 0 0 と F W D 2 0 0 との境界部 （最 も外側の トレンチ 5 の側壁））か ら

P型ディープゥエル層 1 3 の外周側端部までの距離をW 2 とする。 p 型ディ



— プゥエル層 1 3 と p 型ベース領域 4 との境界部 を裏面側 に投影 した位置 よ

り力 ソ一 ド領域 となる n +型不純物領域 3 とコ レクタ領域 となる p +型不純物

領域 2 との境界部 までの距離 をW 3 とす る。また、 n - 型 ドリフ ト層 1 の厚み

を L 1 、 F S 層 1 a の厚み を L 2 とす る。

[0059] また、図 5 に示す V A K — I f 特性 よ り、スナ ップバ ック電圧が最 も大 き

< なるときのァノ一 ド一カ ソ一 ド間電圧 V A K を V A K と し、 F W D 2 0

0 が ダイォ一 ド動作 し始め るときのアノー ド一カ ソ一 ド間電圧 V A K を V A

K 2 とす る。また、 V A K — I f 特性が線形 となるところか ら直線 を引いた

ときの切片が P 型デ ィー プゥエル層 1 3 と n _ 型 ドリフ ト層 1 との間の ビル ト

イ ンポテ ンシャル、つま り理論上 ダイォ一 ド動作す るのに必要な電圧であ り

、 この ビル トイ ンポテ ンシャル を V A K ( t h ) とす る。

[0060] これ らに基づき、以下の関係式が成 り立つ。まず、数式 1 に示す よ うに、

スナ ップバ ック電圧 V S B は、 V A K 1 とV A K 2 の差 と して表 され る。

[0061 ] (数 1 ) V S B = V A K 1 _ V A K 2

また、スナ ップバ ック電圧 V S B が最 も大 き くなる時の V A K 1 は、 F W

D 2 0 0 が ダイォ一 ド動作 を行 っている ことが必要である ことか ら、図 4 中

の点 X の電位 に基づいて、次式 を導 くことができる。なお、下記の式で、 I

は、 I G B T 1 0 0 か ら n _型 ドリフ ト層 1 の内部抵抗 R 1 、 R 2 および F S

層 1 a の 内部抵抗 R 3 を通 って流れ る電流 を意味 している。また、下記の式

では、 I G B T 1 0 0 のチャネル抵抗 に関 しては、非常に小 さい ことか ら無

視 している。

[0062] (数 2 ) V t h = I

(数 3 ) I = V A - ( R 1 ( R 1 + R 2 + R 3 ) )

(数 4 ) V A = V A K ( t h ) x ( ( R 1 + R 2 + R 3 ) )

また、 p 型デ ィ一 プゥエル層 1 3 と n _ 型 ドリフ ト層 1 との間の ビル トイ ン

ポテ ンシャル V A K ( t h ) は、 F W D 2 0 0 が ダイオー ド動作 し始めた電

圧 V A K 2 とほぼ等 しいため、次式で表せ る。

[0063] (数 5 ) V A K 2 = V A K ( t h )



この数式 5 および上記した数式 4 を上記数式 1 に代入すると、次式を導出

することができる。

[0064] (数 6 ) V S B = ( ( R 2 + R 3 ) ) x V A K ( t h )

そして、 R 1 〜R 3 は、それぞれ R = W 2 p 2 = p

L W 2 、R 3 = W 1 2 L 2 で表されることから、数式 6 を次式に

変換できる。

[0065] (数 7 )

V S B = ( ( L - p W 2 + W - 2 L 2 ) (W 2 - 1 L

) ) X V A K ( t h )

ここで、V S B V A K ( t h ) に対して I G B T 1 0 0 および F W D 2

0 0 の形状や濃度等、 I G B T 1 0 0 および F W D 2 0 0 の構造に基づいて

決まる第 1 パラメ一タを k 1 とし、ビル トインポテンシャル V A K ( t h )

に対するスナップバック電圧 V S B の比であるV S B V A K ( t h ) に対

して第 1 パラメ一タを掛けた値 （= k 1 V S B V A K ( t h ) ) をベと

する。また、ビル トインポテンシャルを表す V A K ( t h ) は定数であり、

スナップバック電圧 V S B が小さいほど非線形性が小さくなって線形性が改

善されることから、 K が小さくなるほど線形性を改善できる。したがって、

次式で表される右辺がその K 以下となるようにすることで、線形性の改善を

図ることができる。

[0066] (数 8 ) K ≥ ( ( L ρ W 2 + W - 2 L 2 ) (W 2 -

1 し1 ) )

また、 p 型ディープゥエル層 1 3 の外周端部がゲー トのバイアスによって

影響を受けないダイォ一 ドとして動作させるためのW 2 の条件は、上記数式

8 に基づいて下記数式 9 および数式 1 0 のように求めることができる。なお

、n _型 ドリフ ト層 1 の抵抗率 1 に対して F S層 1 a の抵抗率 2 は十分に

小さいことから、W 1 2 L 2 = 0 と見なしている。

[0067] (数 9 ) K ≥ ( ( L ρ Z N 2 ) (W 2 - 1 L 1 ) ) = L 1 2

W 2 2



(数 1 0 ) W 2 ≥ L / 2

また外周端部におけるスナ ップバ ック電圧 を一 4 0 °C における V A K ( t

h ) = 0 . 8 [ V ] に対 して無視できる 0 . 1 V 以下にす る場合は、実験結

果を示 した図 8 よ り K ≥ 2 . 5 となる。すなわち、図 8 中に示 しように、 L

1 = 1 3 5 〃m と した場合には、W 2 = 8 m の ときにスナ ップバ ック電

圧が 0 . 1 V となることか ら、数式 9 に L 1 = 1 3 2 = 8

を代入す ると、 K ≥ 2 . 5 となる。同様 に、 L 1 = 8 O m と した場合には

、W 2 = 5 0 パm の ときにスナ ップバ ック電圧が 0 . 1 V となることか ら、

数式 9 に L 1 = 8 0 パm 、W 2 = 5 0 パm を代入す ると、 K ≥ 2 . 5 6 とな

る。 このように、いずれの結果か らも Κ ≥ 2 . 5 を満たす ようにす ることで

、スナ ップバ ック電圧 を 0 . 1 V 以下に抑 えることが可能 となることが判 る

。なお、図 8 に示す S i m 解析では、W 1 = 0 m 、 L 2 > 0 、W 3 は任意

の値に設定 している。

[0068] またW 2 が数式 1 0 を満た している場合であっても、W 1 が大 きい場合や

ライフタイムが短 い場合は、デ ィー プゥエル層 1 3 の外周端部か ら注入 され

たホールが力ソ一 ドとなる n +型不純物領域 3 まで届かな くなるため、実効的

なW 2 が短 く （R 1 力《小 さく）な りスナ ップバ ックが出現す る。 このため、

ライフタイムを例 えば 2 パ s と した場合において、W 1 、W 2 とスナ ップバ

ック電圧 V S B との関係 について調べた。その S i m 結果を図 9 に示す。ま

た、図 1 0 は、本実施形態にかかる半導体装置の V c e - I f 特性について

電子線照射量 を 6 0 k G y と して測定 した結果を示 した図である。 この図に

おいて V c e が部分的にマイナス方向に突出 した ものがスナ ップバ ック電圧

V S B であ り、 この図のスナ ップバ ック電圧 V S B を取 り出 してプロッ 卜し

たのが図 9 に相 当す る。

[0069] スナ ップバ ック電圧 V S B が _ 4 0 °C の V a k ( t h ) 0 . 8 V に対 して

無視できる 0 . 1 V 以下に抑制できるようにす るためには、図 9 よ り、次式

が成 り立つ。なお、図 9 に示す実験では、 L 1 = 1 2 5 〃m 、W 2 = 8 5

m L 2 = 1 m W 3 は任意の値 と している。



[0070] (数 1 1 ) W 2 _ W 1 ≥ 1 0 m

—方、距離W 3 については、図 3 に示す よ うに、ホールが p 型デ ィ一 プゥ

エル層 1 3 か ら斜め方 向に最短距離で p +型不純物領域 2 と n +型不純物領域

3 との境界位置 に向か ってホールが注入 された時、注入量が大 き くな り破壊

しないためには、拡散長 よ りも上で述べた最短距離が十分大 きい ことが必要

となる ことか ら、図 3 中に示 した三角形の関係 で示 され る三平方の定理 よ り

、数式 1 2 が成 り立つ。そ して、 これ を変換す ると数式 1 3 を導出できる。

なお、 D は、 n _型 ドリフ ト層 1 内でのキ ャ リアの拡散係数であ り、 k 2 は、

P 型デ ィー プゥエル層 1 3 の深 さ、濃度、耐量等の p 型デ ィー プゥエル層 1

3 の構造 に基づいて決 まる第 2 パ ラメー タである。

[0071 ] (数 1 2 ) W 3 2 + L 2 ≥ k 2 D / 2

(数 1 3 ) W 3 ≥ ( ( k 2 ( D て） / 2 ) 2 - L 2 ) ( 1 2 )

そ して、距離W 1 〜W 3 につ いては、半導体装置の小型化な どを考慮す る

と、上記数式 を満たす 中で最 も小 さい値である ことが好ま しいため、またW

_ W 3 は耐圧の観点か ら大 きな値 となる ことが望ま しいため次式が成 り立

つ関係 とす るのが良い。

[0072] (数 1 4 )

W 2 = L / 2

かつ

W 2 - W = 1 0 がm

かつ

W 3 = ( ( K 2 - ( D T ) / 2 ) 2 - L 2 ) ( 1 2 )

よ って、本実施形態の半導体装置 では、距離W 1 、W 2 、W 3 が数式 1 4

を満たす値 に設定 している。

[0073] 以上説明 した よ うに、本実施形態の半導体装置 では、 I G B T 1 0 0 と F

W D 2 0 0 を備 えた構造 において、ダイォ一 ド形成領域 に備 え られた p 型べ

—ス領域 4 および p 型デ ィ一 プゥエル層 1 3 をアノー ドと して機能 させ る こ

とで、ダイオー ド動作 を行わせている。



[0074] そ して、 p 型ディープゥエル層 1 3 の外周側端部を n - 型 ドリフ ト層 1 の裏

面側に投影 した位置よ り、 n +型不純物領域 3 と p +型不純物領域 2 との境界

部までの距離W 1 と F W D 2 0 0 として機能する p 型べ一ス領域 4 の端部か

らP型ディープゥエル層 1 3 の外周側端部までの距離W 3 が数式 1 4 を満た

す値 となるように している。

[0075] これによ り、深い p 型ディ一プゥエル層 1 3 がアノー ドとなるときに、 p

型ディ一プゥエル層 1 3 か らのホール注入が多 くなることで FW D 2 0 0 の

耐量が低下 して しまうことを抑制 しつつ、 p 型ディ一プゥエル層 1 3 の うち

セル領域の外縁近傍か らのホールが届かせ、実質的にアノー ドとして機能す

る領域が減少することを抑制することができる。

(第 2 実施形態）

本発明の第 2 実施形態について説明する。本実施形態は、第 1 実施形態に

対 して異なる場所でも FW D の V f - I f 特性の線形性を改善できる構成を

採用 したものであ り、その他に関 しては第 1 実施形態 と同様であるため、第

実施形態 と異なる部分についてのみ説明する。

[0076] 図 1 1 ( a ) は、本実施形態にかかる半導体装置の上面 レイアウ ト図であ

り、図 1 1 ( b ) は、図 1 1 ( a ) の領域 X I B の部分拡大図である。なお

、図 1 1 ( a ) 、 （b ) は断面図ではないが、図を見易 くするために部分的

にハ ッチングを示 してある。また、図 1 2 ( a ) 〜 （c ) は、それぞれ、図

( b ) に示す X I I A - X I I A 、X I I B - X I I B 、X I I C - X I I

C に沿 う断面図である。ただ し、図 1 2 ( c ) については、よ り各領域の断

面構造が明確になるように、図 1 1 ( b ) の X I I C - X I I C に沿 う断面を

更に延長 して多 くのセル分備えた図としてある。なお、本実施形態の半導体

装置では、 p 型チャネル領域 4 a の表層部にコンタク ト領域 4 b を形成 した

構造 としてあ り、このコンタク ト領域 4 b を介 して上部電極 1 0 と電気的に

接続 されるように してあるが、基本的な構造は第 1 実施形態 と同様である。

[0077] 図 1 1 ( a ) 、 （b ) に示すように、本実施形態の半導体装置は、外周領

域内に第 1 〜第 3 の領域を備えた構成 とされている。具体的には、 トレンチ



6 の側面においてェミッタ領域に相当する n +型不純物領域 5 が形成 されてい

て I G B T 1 0 0 として機能する部分が含まれる領域を第 1 の領域、この第

の領域に併設 されたェミッタ領域に相当する n +型不純物領域 5 が形成 され

ておらず FW D 2 0 0 として機能 させる部分が含まれる領域を第 2 の領域、

トレンチゲ一 ト構造の長手方向の先端位置において p +型不純物領域 2 が形成

されている領域の うち p 型ガー ドリング層 1 4 などが形成 された外周領域よ

りも内側 （つま りセル領域の外縁部における FW D 2 0 0 が形成 されている

領域）を第 3 の領域 としている。

[0078] このようなゲー ト電極 8 の先端位置においても、 「 0 2 0 0 のソ 干_ 1

f 特性の線形性の問題が発生する。このため、第 3 の領域に備えられる p 型

ベース領域 4 と p 型ディープゥヱル層 1 3 とによって構成 される FW D 2 0

0 について、第 1 実施形態 と同様に、各種寸法について規定 している。

[0079] 具体的には、本実施形態でも、図 1 2 ( a ) 、 （b ) 中に示 したように、

P型ディープゥエル層 1 3 の外周側端部を n - 型 ドリフ ト層 1 の裏面側に投影

した位置か ら、 n +型不純物領域 3 と p +型不純物領域 2 との境界部までの距

離をW 1 とし、 FW D 2 0 0 として機能する p 型べ一ス領域 4 の端部 （p 型

ベース領域 4 の うち I G B T 1 0 0 と F W D 2 0 0 との境界部 （ェミッタ領

域に相当する n +型不純物領域 5 の先端位置））か ら p 型ディープゥエル層 1

3 の外周側端部までの距離をW 2 とする。 p 型ディープゥエル層 1 3 と p 型

ベース領域 4 との境界部を裏面側に投影 した位置よ り力リ一 ド領域 となる n +

型不純物領域 3 とコレクタ領域 となる p +型不純物領域 2 との境界部までの距

離をW 3 とする。また、 n _型 ドリフ ト層 1 の厚みを L 1 とする。

[0080] このように構成 された半導体装置における トレンチゲー ト構造の先端位置

においても、 p 型ベース領域 4 と p 型ディープゥエル層 1 3 を長 くして内部

抵抗を大きくしたいが、これ らが長 くな り過 ぎると p 型ディープゥエル層 1

3 の うちのセル領域の終端か ら n +型不純物領域 3 までホールが届かな くなる

。このため、W 1 〜W 3 が上記第 1 実施形態で示 した数式 1 0 、 1 1 、 1 3

、好ま しくは数式 1 4 の関係を満たすようにすることで、 FW D 2 0 0 の V



f - I f 特性の線形性 を改善す ることが可能 となる。

[0081 ] また、図 1 2 ( c ) に示す ように、第 1 、第 2 の領域 において、ェ ミッタ

領域 に相 当す る n +型不純物領域 5 を形成 しない間引き構造 と している。 この

ような間引き構造 とす ることで、その間引き部分にてダイォ一 ド動作 させ、

隣 り合 う トレンチゲ一 ト構造の間に F W D 2 0 0 が構成 され るように してい

る。

[0082] この間引き構造の うち、第 2 の領域 に構成 され る部分の少な くとも一部に

ついて、 n +型不純物領域 5 が形成 されてお らず p 型ベース領域 4 のみが形成

されている箇所の最 も端か ら端の トレンチゲ一 ト構造の間の距離 を第 2 の領

域での F W D 2 0 0 の幅W 4 とす ると、W 4 ≥ 2 0 m となるように してい

る。図 1 3 は、第 2 の領域での F W D 2 0 0 の幅W 4 と F W D 2 0 0 がオ ン

し始める電圧 V F (スナ ップバ ック電圧 V S B に相 当） との関係 を示 したグ

ラフである。 この図に示 され るように、第 2 の領域での F W D 2 0 0 の幅W

4 が 2 0 ；m を超 えると F W D 2 0 0 がオ ン し始める電圧 V F が急に上昇 し

始める。 この結果に基づき、第 2 の領域での F W D 2 0 0 の幅W 4 が 2 0 〃

m 以上 となるように している。 これ によ り、 F W D 2 0 0 のオ ン電圧 を低減

す ることが可能になる。ただ しF W D の リカバ リー ( S W ) 損失 を低減す る

ことを目的に S W 動作の直前又は動作中にゲ一 トに電圧 を印加す るような制

御 を行 う場合、 このW 4 < 2 O m した方が S W 損失を低減できる場合 もあ

る。 この場合 もW 1 〜W 3 を本特許の条件 を満たす ことによ りF W D の線形

性の向上ゃスナ ツプバ ックによるV f の急激な上昇を抑制す ることができる

[0083] 以上説明 したように、 トレンチゲー ト構造の先端位置 においても、W 1 〜

W 3 が上記第 1 実施形態で示 した数式 1 0 、 1 1 、 1 3 、好ま しくは数式 1

4 の関係 を満たす ようにす ることで、 F W D 2 0 0 の V f _ I f 特性の線形

性 を改善す ることが可能 となる。また この構成で第 3 の領域 と第 2 の領域の

距離 を縮めることによ り第 3 の領域が O N す ることによ り上が った電流密度

を第 2 の領域 に効率的に伝 え られ るため線形性がよ り向上 され る。 さらに、



第 2 の領域での FW D 2 0 0 の幅W 4 力《2 0 は m 以上 となるようにすること

で、 FW D 2 0 0 のオ ン電圧を低減することが可能になる。

(第 3 実施形態）

本発明の第 3 実施形態について説明する。本実施形態は、第 2 実施形態に

対 して異なる場所でも FW D の V f - I f 特性の線形性を改善 しつつ、 I G

B T のオン損失を低減できる構成を採用 したものであ り、その他に関 しては

第 2 実施形態 と同様であるため、第 2 実施形態 と異なる部分についてのみ説

明する。

[0084] 図 1 4 は、本実施形態にかかる半導体装置の上面 レイアウ ト図である。な

お、図 1 4 は断面図ではないが、図を見易 くするために部分的にハ ッチング

を示 してある。この図に示すように、第 1 の領域を長手方向において 2 つに

分割、つま りェミッタ領域に相当する n +型不純物領域 5 を長手方向において

2 つに分割 してお り、分割 した第 1 の領域の間において n +型不純物領域 5 が

形成 されておらず、隣接する トレンチゲー ト構造の間の領域に p 型ベース領

域 4 のみが形成 されることで FW D 2 0 0 が形成 されるように している。

[0085] このように、第 1 の領域を長手方向において 2 つに分割 し、分割 した第 1

の領域の間において FW D 2 0 0 が構成 されるように しても良い。このよう

にすれば、ェミッタ領域に相当する n +型不純物領域 5 の近 くにダイォ一 ド動

作する第 2 の領域を形成できる。これによ りFW D 2 0 0 の面積が増えるこ

とや この領域が第 3 の領域の補助的な役割することでよ り効率的にFWD 2 0 0

の電流密度を向上できることで半導体装置全体のスナ ップ/ くック電圧を低減

することが可能になる。

[0086] なお、このように第 1 の領域を長手方向において分割する場合、その第 1

の領域の間の幅W を数式 1 0 のW2 の 2 倍以上に取ることによ り、この領域を

トレンチゲ一 ト構造の両先端位置に配置 される第 3 の領域の代わ りとするこ

ともできる。また、ここでは第 1 の領域を長手方向において 2 つに分割する

場合について説明 したが、複数、つま り2 つに限 らず 3 つ以上の数に分割 し

ても構わない。



(第 4 実施形態）

本発明の第 4 実施形態について説明する。本実施形態は、第 2 実施形態に

対 して第 1 の領域 と第 2 の領域の レイァゥ トを変更 したものであ り、その他

に関 しては第 2 実施形態 と同様であるため、第 2 実施形態 と異なる部分につ

いてのみ説明する。

[0087] 図 1 5 は、本実施形態にかかる半導体装置の上面 レイアウ ト図である。な

お、図 1 4 は断面図ではないが、図を見易 くするために部分的にハ ッチング

を示 してある。この図に示すように、複数本並べ られた第 1 の領域の一部、

具体的には隣 り合 う第 1 の領域の対向する辺の一部を凹ませた図中破線で囲

んだ部分をェミッタ領域に相当する n +型不純物領域 5 が備えられていない領

域 とし、本実施形態では、この領域を第 2 の領域 とした構成 としている。つ

ま り、本実施形態では、上記第 2 実施形態のように各第 1 の領域や各第 2 の

領域がそれぞれ同 じ幅で構成 されているのではな く、第 1 の領域の間におい

て部分的に第 2 の領域の幅を広げた構造に している。

[0088] このように、一部の第 2 の領域の幅W 4 を広げることによ り、第 2 の領域

に構成 される FW D 2 0 0 がダイオー ド動作 し易 くなる。これによ り、 FW

D 2 0 0 の面積が増えることや この領域が第 3 の領域の補助的な役割するこ

とでよ り効率的に FW D 2 0 0 の電流密度を向上できることで半導体装置全

体のスナ ップバ ック電圧を小 さくすることが可能になる。

(第 5 実施形態）

本発明の第 5 実施形態について説明する。本実施形態も、第 2 実施形態に

対 して第 1 の領域 と第 2 の領域の レイァゥ トを変更 したものであ り、その他

に関 しては第 2 実施形態 と同様であるため、第 2 実施形態 と異なる部分につ

いてのみ説明する。

[0089] 図 1 6 は、本実施形態にかかる半導体装置の上面 レイアウ ト図である。な

お、図 1 6 は断面図ではないが、図を見易 くするために部分的にハ ッチング

を示 してある。この図に示すように、第 1 の領域を紙面上下方向、つま り ト

レンチゲ一 ト構造の長手方向において複数個に分割 し、分割 した第 1 の領域



の間に第 1 の領域 とほぼ同寸法の第 2 の領域が配置 され るようにす ることで

各第 1 の領域がマ トリクス状に配置 された構造に している。つま り、 トレン

チゲー ト構造の長手方向に並べぶ第 1 の領域 を 1 つの列 と して、第 1 の領域

の列が複数列並べて配置 され、隣 り合 う各列の第 1 の領域が対向配置 され る

構造 とされている。 このような構造 と しても、分割 された各第 1 の領域の間

の第 2 の領域 に構成 され る F W D 2 0 0 が ダイォ一 ド動作 し易 くなる。 これ

によ り、 F W D 2 0 0 の面積が増 えることや この領域が第 3 の領域の補助的

な役割す ることでよ り効率的に F W D 2 0 0 の電流密度 を向上できることで

半導体装置全体のスナ ップ/ くック電圧 を小 さくす ることが可能になる。

(第 6 実施形態）

本発明の第 6 実施形態について説明す る。本実施形態は、第 5 実施形態に

対 して第 1 の領域 と第 2 の領域の レイァゥ トを変更 した ものであ り、その他

に関 しては第 5 実施形態 と同様であるため、第 5 実施形態 と異なる部分につ

いてのみ説明す る。

図 1 7 は、本実施形態にかかる半導体装置の上面 レイアウ ト図である。な

お、図 1 7 は断面図ではないが、図を見易 くす るために部分的にハ ッチング

を示 してある。 この図に示す ように、本実施形態でも、第 1 の領域 を紙面上

下方向、つま り トレンチゲー ト構造の長手方向において複数個 に分割 し、分

割 した第 1 の領域の間に第 1 の領域 とほぼ同寸法の第 2 の領域が配置 され る

ように しているが、 トレンチゲ一 ト構造の長手方向に並べぶ第 1 の領域 を 1

つの列 と して、第 1 の領域の列が複数列並べて配置 されているものの、隣 り

合 う各列の第 1 の領域が互 いにずれて配置 され る構造 とされている。つま り

、各第 1 の領域が千鳥状に配置 された構造 とされている。 このような構造 と

しても、分割 された各第 1 の領域の間の第 2 の領域 に構成 され る F W D 2 0

0 が ダイオー ド動作 し易 くなる。 これ によ り、 F W D 2 0 0 の面積が増 える

ことや この領域が第 3 の領域の補助的な役割す ることでよ り効率的に F W D

2 0 0 の電流密度 を向上できることで半導体装置全体のスナ ップ/ くック電圧

を小 さくす ることが可能になる。



(第 7 実施 形態）

本発 明の第 7 実施 形態 につ いて説 明す る。本実施 形態 は、第 6 実施 形態 に

対 して第 1 の領域 と第 2 の領域 の レイァ ゥ トを変更 した もので あ り、その他

に関 しては第 6 実施 形態 と同様 で あるため、第 6 実施 形態 と異 な る部分 につ

いてのみ説 明す る。

[0091 ] 図 1 8 は、本実施 形態 にかか る半導体装置 の上面 レイア ウ ト図で ある。な

お、図 1 8 は断面図ではな いが、図 を見易 くす るため に部分 的にハ ッチ ング

を示 して ある。 この図に示す よ うに、本実施 形態 で も、第 1 の領域 を紙 面上

下方 向、つま り トレンチゲー ト構造の長手方 向において複 数個 に分割 して い

る力、 第 6 実施 形態 と比べ て分割場所の間隔 を長 くした構造 と して いる。 こ

の よ うな構造 と して も、分割 され た各第 1 の領域 の間の第 2 の領域 に構成 さ

れ る F W D 2 0 0 が ダイオー ド動作 し易 くな る。 これ によ り、 F W D 2 0 0

の面積 が増 える ことや この領域 が第 3 の領域 の補助 的な役割す る ことで よ り

効率 的に F W D 2 0 0 の電流密度 を向上 で きる ことで半導体装置全体 のスナ

ップ/ くック電圧 を小 さ くす る ことが可能 にな る。

(第 8 実施 形態）

本発 明の第 8 実施 形態 につ いて説 明す る。本実施 形態 は、第 4 実施 形態 に

対 して第 1 の領域 と第 2 の領域 の レイァ ゥ トを変更 した もので あ り、その他

に関 しては第 4 実施 形態 と同様 で あるため、第 4 実施 形態 と異 な る部分 につ

いてのみ説 明す る。

[0092] 図 1 9 は、本実施 形態 にかか る半導体装置 の上面 レイア ウ ト図で ある。な

お、図 1 9 は断面図ではな いが、図 を見易 くす るため に部分 的にハ ッチ ング

を示 して ある。 この図に示す よ うに、本実施 形態 で も、隣 り合 う第 1 の領域

の対 向す る辺の一部 を凹ませ て第 2 の領域 と して いるが、第 4 実施 形態の よ

うに隣 り合 う第 1 の領域 の対 向す る辺の 同 じ場所 に第 2 の領域 を配置す るの

ではな く、互 い違 いに第 2 の領域 を配置 した構造 と して いる。 この よ うな構

造 と して も、第 2 の領域 に構成 され る F W D 2 0 0 が ダイォ一 ド動作 し易 く

な り、 F W D 2 0 0 の面積 が増 える ことや この領域 が第 3 の領域 の補助 的な



役割することでよ り効率的に FW D 2 0 0 の電流密度を向上できることで半

導体装置全体のスナ ップ/ くック電圧を小 さくすることが可能になる。

(第 9 実施形態）

本発明の第 9 実施形態について説明する。本実施形態は、第 2 実施形態に

対 して第 1 〜第 3 の領域の レイァゥ トを変更 したものであ り、その他に関 し

ては第 2 実施形態 と同様であるため、第 2 実施形態 と異なる部分についての

み説明する。

[0093] 図 2 0 は、本実施形態にかかる半導体装置の上面 レイアウ ト図である。な

お、図 2 0 は断面図ではないが、図を見易 くするために部分的にハ ッチング

を示 してある。この図に示すように、本実施形態では、第 3 の領域をセル領

域の外縁部に配置するのではな く、セル領域の中央位置に点在 させるように

配置 し、かつ、第 2 の領域が第 3 の領域の間を繋 ぐように配置 された構造 と

なるように している。

[0094] 具体的には、円形状に囲まれた範囲を第 3 の領域 として、第 3 の領域が正

六角形の各角部に配置 された形状、つま りハニカム状に配置 された レイァゥ

トとされ、各第 3 の領域を繋 ぐ六角形の各辺に相当する位置に第 2 の領域が

配置 された レイァゥ 卜とされている。図中破線は トレンチゲ一 ト構造を示 し

ているが、紙面上下方向を長手方向として複数本の トレンチゲ一 ト構造が配

置 されてお り、その複数本の トレンチゲ一 ト構造が交差するように第 1 〜第

3 の領域が レイァゥ 卜されることになる。この トレンチゲ一 ト構造の トレン

チ 6 の側面の うち第 1 の領域 と接 している場所にはェミッタ領域に相当する

n +型不純物領域 5 が備えられ、第 2 の領域や第 3 の領域 と接 している場所に

はェミッタ領域に相当する n +型不純物領域 5 が備えられていない構造 となる

ように している。

[0095] このように、第 1 〜第 3 の領域の レイアウ トを変更 しても、第 2 実施形態

と同様の効果を得ることができる。また第 3 の領域同士の距離が短 くなるた

め効率よく第 2 の領域の電流密度を向上でき、これによ り半導体装置全体の

スナ ップバ ック電圧をよ り小 さくすることが可能になる。



(第 1 o 実施形態）

本発明の第 1 0 実施形態について説明する。本実施形態は、第 9 実施形態

に対 して第 1 〜第 3 の領域の レイァゥ トを変更 したものであ り、その他に関

しては第 9 実施形態 と同様であるため、第 9 実施形態 と異なる部分について

のみ説明する。

[0096] 図 2 は、本実施形態にかかる半導体装置の上面 レイァゥ ト図である。な

お、図 2 1 は断面図ではないが、図を見易 くするために部分的にハ ッチング

を示 してある。この図に示すように、本実施形態でも、セル領域の外縁部に

配置するのではな く、セル領域の中央位置に点在 させるように配置 し、かつ

、第 2 の領域が第 3 の領域の間を繋 ぐように配置 された構造 となるように し

ている。そ して、円形状に囲まれた範囲を第 3 の領域 として、第 3 の領域が

正方形の各角部に配置 された形状、つま りマ トリクス状に配置 された レイァ

ゥ トとされ、各第 3 の領域を繋 ぐ正方形の各辺に相当する位置に第 2 の領域

が配置 された レイァゥ 卜とされている。

[0097] このように、第 1 〜第 3 の領域の レイアウ トを変更 しても、第 9 実施形態

と同様の効果を得ることができる。

(第 1 1 実施形態）

本発明の第 1 1 実施形態について説明する。本実施形態も、第 9 実施形態

に対 して第 1 〜第 3 の領域の レイァゥ トを変更 したものであ り、その他に関

しては第 9 実施形態 と同様であるため、第 9 実施形態 と異なる部分について

のみ説明する。

[0098] 図 2 2 は、本実施形態にかかる半導体装置の上面 レイアウ ト図である。な

お、図 2 2 は断面図ではないが、図を見易 くするために部分的にハ ッチング

を示 してある。この図に示すように、本実施形態でも、セル領域の外縁部に

配置するのではな く、セル領域の中央位置に点在 させるように配置 し、かつ

、第 2 の領域が第 3 の領域の間を繋 ぐように配置 された構造 となるように し

ている。そ して、円形状に囲まれる範囲を第 3 の領域 として、第 3 の領域が

正三角形の各角部に配置 された レイァゥ トとされ、各第 3 の領域を繋 ぐ正三



角形の各辺に相当する位置に第 2 の領域が配置 された レイァゥ トとされてい

る。

[0099] このように、第 1 〜第 3 の領域の レイアウ トを変更 しても、第 9 実施形態

と同様の効果を得ることができる。

(第 1 2 実施形態）

本発明の第 1 2 実施形態について説明する。本実施形態は、第 2 実施形態

に対 して半導体装置の基板裏面側の レイアウ トについても考慮 したものであ

り、その他に関 しては第 2 実施形態 と同様であるため、第 2 実施形態 と異な

る部分についてのみ説明する。

[01 00] 図 2 3 は、本実施形態にかかる半導体装置の上面 レイアウ ト図である。な

お、図 2 3 は断面図ではないが、図を見易 くするために部分的にハ ッチング

を示 してある。この図に示すように、本実施形態では、第 2 実施形態のよう

な第 1 〜第 3 の領域を備えた構造について、第 1 の領域の長手方向先端部よ

りもカソー ド領域に相当する n +型不純物領域 3 (図中一点鎖線で囲んだ領域

) が図中矢印A 1 のように突き出すように形成 されている。このような構造

の場合、 I G B T 1 0 0 におけるスナ ップバ ック電圧 V S B が大きくなるこ

とが懸念 されることか ら、本実施形態では、 n +型不純物領域 3 を長手方向に

おいて図中矢印A 2 のように分割 し、分割 した n +型不純物領域 3 の間にコレ

クタ領域に相当する P +型不純物領域 2 が形成 されることで I G B T 1 0 0 が

形成 されるように している。

[01 0 1] このような構成 とすれば、分割 した n +型不純物領域 3 の間の p +型不純物

領域 2 によって構成 される I G B T 1 0 0 を I G B T 動作 させることで電流

を流 し、電流密度を高 くすることで他の部分の I G B T 1 0 0 についても I

G B T 動作 させるようにする。これによ り、 I G B T 1 0 0 のスナ ップバ ッ

ク電圧 V S B を低減することが可能 となる。

[01 02] したがって、 FW D 2 0 0 の面積を増やす ことによるスナ ップバ ック電圧

V S B の低減 と、 I G B T 1 0 0 を動作 させやす くすることによるスナ ップ

バ ック電圧 V S B の低減の両立を図ることが可能 となる。



[01 03] なお、 このように n +型不純物領域 3 を長手方向において分割す る場合にお

いて、本実施形態では n +型不純物領域 3 を 2 つに分割す る場合について説明

したが、複数、つま り2 つに限 らず 3 つ以上の数に分割 しても構わない。

(第 1 3 実施形態）

本発明の第 1 3 実施形態について説明す る。本実施形態は、第 1 2 実施形

態に対 して半導体装置の基板裏面側の レイアウ トについても考慮 した もので

あ り、その他 に関 しては第 1 2 実施形態 と同様であるため、第 1 2 実施形態

と異なる部分についてのみ説明す る。

[01 04] 図 2 4 は、本実施形態にかかる半導体装置の上面 レイアウ ト図である。な

お、図 2 4 は断面図ではないが、図を見易 くす るために部分的にハ ッチング

を示 してある。 この図に示す ように、本実施形態では、第 3 実施形態のよう

に第 1 の領域 を長手方向において 2 つに分割 した構造について、第 1 の領域

の長手方向先端部がカソー ド領域 に相 当す る n +型不純物領域 3 (図中一点差

線で囲んだ領域）よ りも図中矢印 B 1 の ように突き出す ように形成 されてい

る。 このような構造の場合、 n +型不純物領域 3 の中央部においてスナ ップバ

ック電圧 V S B が大 き くなることが懸念 され るが、第 1 の領域が n +型不純物

領域 3 の先端 よ りも突き出す ように配置 され ることで、 この領域で I G B T

1 0 0 が形成 され るようにできる。 このため、 この領域の I G B T 1 0 0 を

I G B T 動作 させ ることで電流 を流 し、電流密度 を高 くす ることで他の部分

の I G B T 1 0 0 についても I G B T 動作 させ るようにできる。 これ によ り

、 I G B T 0 0 のスナ ップバ ック電圧 V S B を低減す ることが可能 となる

[01 05] この ような構造 と しても、 F W D 2 0 0 の面積 を増やす ことによるスナ ツ

プバ ック電圧 V S B の低減 と、 I G B T 1 0 0 を動作 させやす くす ることに

よるスナ ップバ ック電圧 V S B の低減の両立 を図ることが可能 となる。つま

り、第 1 2 実施形態のような図中矢印 A 1 の ように n +型不純物領域 3 が第 1

の領域 よ りも突き出す場合には、図中矢印 A 2 の ように n +型不純物領域 3 を

分割す ることで I G B T 1 0 0 となる領域 を補填 し、 I G B T 1 0 0 のスナ



ップバ ック電圧 V S B を低減す る。逆に、第 1 3 実施形態のような図中矢印

B のように n +型不純物領域 3 よ りも第 1 の領域が突き出 していて I G B T

0 0 となる領域が存在す る場合には、図中矢印 B 2 の ように第 1 の領域 を

分割す ることで この領域 に第 3 の領域 を作成 し、 F W D 2 0 0 のスナ ップバ

ック電圧 V S B を低減できる。 この時 B 2 の距離は数式 1 0 のW 2 の 2 倍 以

上の距離 をとると望ま しい。

(第 1 4 実施形態）

本発明の第 1 4 実施形態について説明す る。本実施形態は、第 1 3 実施形

態に対 して半導体装置の基板裏面側の レイアウ トについても考慮 した もので

あ り、その他 に関 しては第 1 3 実施形態 と同様であるため、第 1 3 実施形態

と異なる部分についてのみ説明す る。

[01 06] 図 2 5 は、本実施形態にかかる半導体装置の上面 レイアウ ト図である。な

お、図 2 5 は断面図ではないが、図を見易 くす るために部分的にハ ッチング

を示 してある。 この図に示す ように、本実施形態では、第 1 3 実施形態のよ

うに第 1 の領域 を分割 してその間に広 い第 2 の領域 を配置 した構造に しつつ

、 さらに第 1 の領域 を長手方向において複数箇所で分割 した構造 と している

。そ して、複数箇所で分割 された第 1 の領域の間の図中破線で囲んだ部分 を

ェ ミッタ領域 に相 当す る n +型不純物領域 5 が備 え られていない領域 と し、本

実施形態では、 この領域 を第 2 の領域 と した構成 と している。 さらに、 n +型

不純物領域 3 (図中一点鎖線で囲んだ領域）が分割 された第 1 の領域の間の

第 2 の領域 と対応す る部分において、他の部分 よ りも幅広 とされている。

[01 07] この ような構成によれ ば、分割 された第 1 の領域の間においてダイォ一 ド

動作 させ られ る F W D 2 0 0 の面積 を増やす ことや この領域が第 3 の領域の

補助的な役割す ることでよ り効率的に F W D 2 0 0 の電流密度 を向上できる

ことができ、よ りF W D 2 0 0 のスナ ップバ ック電圧 V S B を低減できる。

(第 1 5 実施形態）

本発明の第 1 5 実施形態について説明す る。本実施形態は、第 4 実施形態

に対 して半導体装置の基板裏面側の レイアウ トについても考慮 した ものであ



り、その他 に関 しては第 4 実施形態 と同様であるため、第 4 実施形態 と異な

る部分についてのみ説明す る。

[01 08] 図 2 6 は、本実施形態にかかる半導体装置の上面 レイアウ ト図である。な

お、図 2 6 は断面図ではないが、図を見易 くす るために部分的にハ ッチング

を示 してある。 この図に示す ように、本実施形態でも、第 1 の領域の一部 を

凹ませた図中破線で囲んだ部分 をェ ミッタ領域 に相 当す る n +型不純物領域 5

が備 え られていない領域 と し、 この領域 を第 2 の領域 とす ることで第 2 の領

域の幅 を広 げた構成 と しているが、 この第 2 の領域の幅に合せて n +型不純物

領域 3 を配置 している。

[01 09] この ような構成によれ ば、幅広 とされた第 2 の領域 と n +型不純物領域 3 と

が対向 した レイアウ トとな り、 この領域が第 3 の領域の補助的な役割す るこ

とでよ り効率的に F W D 2 0 0 の全体の電流密度 を向上 しよ りF W D 2 0 0

のスナ ップバ ック電圧 V S B を低減できる。 したが って、第 1 2 実施形態 と

同様の効果を得 ることができる。

(第 1 6 実施形態）

本発明の第 1 6 実施形態について説明す る。本実施形態は、第 9 実施形態

に対 して半導体装置の基板裏面側の レイアウ トについても考慮 した ものであ

り、その他 に関 しては第 9 実施形態 と同様であるため、第 9 実施形態 と異な

る部分についてのみ説明す る。

[01 0] 図 2 7 は、本実施形態にかかる半導体装置の上面 レイアウ ト図である。な

お、図 2 7 は断面図ではないが、図を見易 くす るために部分的にハ ッチング

を示 してある。 この図に示す ように、本実施形態でも、円形状に囲まれた範

囲を第 3 の領域 と して、第 3 の領域が正六角形の各角部に配置 された形状、

つま りハニカム状に配置 された レイアウ トとされ、各第 3 の領域 を繋 ぐ六角

形の各辺に相 当す る位置 に第 2 の領域が配置 された レイァゥ 卜とされている

。そ して、 これ に対応 して、各第 3 の領域が構成す る六角形の中心点および

各中心 を繋 ぐ直線部分にコ レクタ領域 に相 当す る p +型不純物領域 2 を配置す

ることで、 p +型不純物領域 2 が複数の正三角形状に配置 され るように し、そ



の正三角形の線内に力ソ一 ド領域 に相 当す る n +型不純物領域 3 を配置 した構

造 と している。

[01 11] この ように、第 1 〜第 3 の領域、つま り基板表面側 において I G B T 1 0

0 と して機能す る部分や F W D 2 0 0 と して機能す る部分の レイァゥ 卜と、

基板裏面側 において I G B T 1 0 0 の コ レクタ領域 となる p +型不純物領域 2

や F W D 2 0 0 のカ ソ一 ド領域 となる n +型不純物領域 3 の レイァゥ トを合せ

ている。 これ によ り、それぞれの第 3 の領域 同士の距離が近 くなるため効率

的に I G B T 動作やダイオー ド動作 を行わせ られ るため、よ りF W D 2 0 0

のスナ ップバ ック電圧 V S B を低減できる。 したが って、第 1 2 実施形態 と

同様の効果を得 ることができる。

(第 1 7 実施形態）

本発明の第 1 7 実施形態について説明す る。本実施形態は、第 1 0 実施形

態に対 して半導体装置の基板裏面側の レイアウ トについても考慮 した もので

あ り、その他 に関 しては第 1 0 実施形態 と同様であるため、第 1 0 実施形態

と異なる部分についてのみ説明す る。

[01 2] 図 2 8 は、本実施形態にかかる半導体装置の上面 レイアウ ト図である。な

お、図 2 7 は断面図ではないが、図を見易 くす るために部分的にハ ッチング

を示 してある。 この図に示す ように、本実施形態でも、円形状に囲まれ る範

囲を第 3 の領域 と して、第 3 の領域が正方形の各角部に配置 された形状、つ

ま りマ トリクス状に配置 された レイァゥ トとされ、各第 3 の領域 を繋 ぐ正方

形の各辺に相 当す る位置 に第 2 の領域が配置 された レイァゥ 卜とされている

。そ して、 これ に対応 して、各第 3 の領域が構成す る正方形の中心点および

各中心 を繋 ぐ直線部分にコ レクタ領域 に相 当す る p +型不純物領域 2 を配置す

ることで、 p +型不純物領域 2 が複数の正方形に配置 され るように し、その正

方形の線内に力ソ一 ド領域 に相 当す る n +型不純物領域 3 を配置 した構造 と し

ている。

[01 3] この ように、第 1 〜第 3 の領域、つま り基板表面側 において I G B T 1 0

0 と して機能す る部分や F W D 2 0 0 と して機能す る部分の レイァゥ 卜と、



基板裏面側 において I G B T 1 0 0 の コ レクタ領域 となる p +型不純物領域 2

や F W D 2 0 0 のカ ソ一 ド領域 となる n +型不純物領域 3 の レイァゥ トを合せ

ている。 これ によ り、第 1 6 実施形態 と同様の効果が得 られ る。

(第 1 8 実施形態）

本発明の第 1 8 実施形態について説明す る。本実施形態は、第 1 1 実施形

態に対 して半導体装置の基板裏面側の レイアウ トについても考慮 した もので

あ り、その他 に関 しては第 1 1 実施形態 と同様であるため、第 1 1 実施形態

と異なる部分についてのみ説明す る。

[01 4] 図 2 9 は、本実施形態にかかる半導体装置の上面 レイアウ ト図である。な

お、図 2 9 は断面図ではないが、図を見易 くす るために部分的にハ ッチング

を示 してある。 この図に示す ように、本実施形態でも、円形状に囲まれ る範

囲を第 3 の領域 と して、第 3 の領域が正三角形の各角部に配置 された レイァ

ゥ トとされ、各第 3 の領域 を繋 ぐ正三角形の各辺に相 当す る位置 に第 2 の領

域が配置 された レイアウ トとされている。そ して、 これ に対応 して、各第 3

の領域が構成す る正三角形の中心点および各中心 を繋 ぐ直線部分にコ レクタ

領域 に相 当す る p +型不純物領域 2 を配置す ることで、 p +型不純物領域 2 が

複数の正六角形に配置 され るように し、その正六角形の線内にカソ一 ド領域

に相 当す る n +型不純物領域 3 を配置 した構造 と している。

[01 5] この ように、第 1 〜第 3 の領域、つま り基板表面側 において I G B T 1 0

0 と して機能す る部分や F W D 2 0 0 と して機能す る部分の レイァゥ 卜と、

基板裏面側 において I G B T 1 0 0 の コ レクタ領域 となる p +型不純物領域 2

や F W D 2 0 0 のカ ソ一 ド領域 となる n +型不純物領域 3 の レイァゥ トを合せ

ている。 これ によ り、第 1 6 実施形態 と同様の効果が得 られ る。

(第 1 9 実施形態）

本発明の第 1 9 実施形態について説明す る。本実施形態は、第 1 2 実施形

態に対 してよ りスィ ッチング損失低減が図れ る レイアウ トに した ものであ り

、その他 に関 しては第 1 2 実施形態 と同様であるため、第 1 2 実施形態 と異

なる部分についてのみ説明す る。



[01 6] 図 3 0 ( a ) は、本実施形態にかかる半導体装置の上面 レイアウ ト図、図

3 0 ( b ) は、図 3 0 ( a ) の二点差線で囲んだ領域の部分拡大図である。

なお、図 3 0 ( a ) は断面図ではないが、図を見易 くす るために部分的にハ

ツチングを示 してある。 この図に示す ように、本実施形態でも、第 1 〜第 3

の領域 を備 えた構造について、第 1 の領域の長手方向先端部 よ りも n +型不純

物領域 3 が突き出す ように形成 され、 n +型不純物領域 3 が長手方向において

分割 されている構造 とされている。分割 した各 n +型不純物領域 3 の間の距離

L c が 2 0 0 バm 以上 となるように レイアウ トされている。そ して、 n +型不

純物領域 3 が第 2 の領域 と対応す る場所に形成 された領域 3 a だ けでな く第

の領域 と対応す る場所に形成 された領域 3 b を備 えた構成 とされている。

[01 7] 領域 3 a は、第 2 の領域の幅に対応す る幅 とされている。領域 3 b は、隣

接す る各領域 3 a の中央位置 に形成 され、第 1 の領域の幅や領域 3 a の幅 よ

りも狭 く、かつ、第 1 の領域の長手方向と同方向を長手方向と して延設 され

ている。

[01 8] この ように構成 された半導体装置では、 n +型不純物領域 3 の うちの領域 3

a についてはダイオー ド動作 を行わせ、領域 3 b についてはM O S 動作 を行

わせ ることができる。すなわち、 F W D 2 0 0 と して機能す る第 2 の領域 と

対応す る位置 に形成 された領域 3 a についてはカソー ド領域 と して機能す る

ことでダイオー ド動作 させ られ る。また、 I G B T 1 0 0 と して機能す る第

の領域 と対応す る位置 に形成 された領域 3 b は、M O S F E T における ド

レイン領域 と して機能す ることでM O S 動作 させ られ る。 このため、次のよ

うな効果を得 ることができる。

[01 9] 図 3 1 は、本実施形態にかかる半導体装置の V c e - I c 特性 を調べた図

である。また、比較例 と して領域 3 b を有 しない第 1 2 実施形態の半導体装

置の V c e - I c 特性 も図 3 中に示 してある。 この図中の小電流領域 を確

認す ると、第 1 2 実施形態の半導体装置の場合、 V c e が 1 V 近辺か らV c

e の増加に伴 って徐 々に I c が上昇 してい く特性にな っている。 これ に対 し

て、本実施形態の半導体装置の場合、ソ ；6 が 1 . 5 V 近辺において I c が



急に上昇 し、その後、第 1 2 実施形態の半導体装置 と同様 に V c e の増加に

伴 って徐 々に I c が上昇 してい く特性になる。 これ は、本実施形態の半導体

装置の場合、第 1 2 実施形態の半導体装置 と比較 して低注入化が可能 とな つ

て、よ り速 くスィ ッチ行われていることを表 してお り、スイ ッチング損失を

低減す ることが可能 となる。

[01 20] 一般的に、M O S F E T は I G B T よ りもスイ ッチング動作が速 く、M O

S F E T の方が I G B T よ りもスィ ツチング損失が小 さい。本実施形態の半

導体装置では、 I G B T 動作 を基本 と しつつ、M O S 動作 も行わせ ることが

可能になることか ら、スイ ッチング損失の低減 を図ることが可能 となる。 こ

のようなスイ ッチング損失の低減効果は、半導体装置 をインバー タ駆動に適

用す る場合のように頻繁にスイ ッチングが行われ るような適用形態 とされ る

場合に有効である。

[01 2 1 ] また、図中の大電流領域 については、本実施形態の半導体装置 も第 1 2 実

施形態の半導体装置 もV c e _ I c 特性がほぼ同様 になる。 このため、本実

施形態の半導体装置 によれ ば、スィ ツチング周波数の高 い低電流でスィ ツチ

ング損失低減 を図 りつつ、熱定格 を決める大電流領域では第 1 2 実施形態の

半導体装置 と同様の電流特性 を得 ることが可能 となる。

[01 22] さ らに、本実施形態では、分割 した各 n +型不純物領域 3 の間の距離 L c が

2 0 O m 以上 となるように している。図 3 2 は、 F S 層のシー ト抵抗が 2

. 5 E - 5 [ Ω ] 、板厚が 5 0 m 、基板の比抵抗が 6 5 [ Ω c ] の

場合の距離 L c と I G B T 1 0 0 のスナ ップバ ック電圧 V S B について調べ

た結果を示すグラフである。 この図に示 され るように、距離 L c が長 くなる

ほど、つま り I G B T 動作 を行 うことができる範囲を広 くす るほど、スナ ツ

プバ ック電圧 V S B を低下 させ られ る。そ して、距離 L c が 2 0 0 m 以上

になると、スナ ップバ ック電圧 V S B が _ 4 0 °CにおけるV A K ( t h ) =

0 . 8 [ V ] に対 して無視できる 0 . 1 V 以下にす ることが可能になる。 こ

のように、距離 L c を 2 0 O m 以上に設定す ることで十分にスナ ップバ ッ

ク電圧 V S B を小 さくす ることが可能 となる。



[01 23] なお、本実施形態では、領域 3 b を隣接す る各領域 3 a の中央位置 に形成

しているが、他の構造 と しても良い。図 3 3 ( a ) 〜 （c ) は、領域 3 b の

他の レイアウ トを示 した図であ り、図 3 0 ( b ) に相 当す る部分拡大図であ

る。図 3 3 ( a ) に示 したように領域 3 b を長手方向において複数に分割 し

た構造 と しても良い し、図 3 3 ( b ) に示す ように、領域 3 b を 2 本配置 し

た構造 と しても良い。 さらに、図 3 3 ( c ) に示す ように、領域 3 b を 2 本

配置 しつつ、それぞれ長手方向において複数に分割 し、 さらに分割 された各

領域 3 b が交互に配置 された構造 と しても良い。

[01 24] また、本実施形態では、 n +型不純物領域 3 を長手方向において 2 つに分割

す る場合について説明 したが、他の構造 とす ることもできる。図 3 4 〜図 3

6 は、 n +型不純物領域 3 を他の構造 とす る場合の半導体装置の レイァゥ ト図

である。図 3 4 〜図 3 6 の二点鎖線で囲んだ領域 は、図 3 0 ( b ) や図 3 3

( a ) 〜 （c ) の構造 とされている。

[01 25] 図 3 4 に示す ように、第 1 3 実施形態 と同様、 n +型不純物領域 3 を分割 し

ない構造 とす ることができる。 この場合にも、第 1 の領域の長手方向先端部

が n +型不純物領域 3 よ りも突き出す ように形成 され ることになるが、 この突

き出 し部分において I G B T 動作 を行 うことができる範囲を広 く取れ るため

、 I G B T 0 0 のスナ ップバ ック電圧 V S B を低減す ることが可能 となる

。なお、 この構造の場合、 n +型不純物領域 3 の先端に対 して第 1 の領域の長

手方向先端部が突き出す距離 L c が 1 0 0 リm 以上 とす ることで十分にスナ

ップバ ック電圧 V S B を小 さくす ることが可能 となる。

[01 26] また、図 3 5 に示す ように、 n +型不純物領域 3 を長手方向において複数個

に分割 した構造 と しても良い。 この場合にも、分割 された各 n +型不純物領域

3 の間の距離 L c が 2 0 O m 以上 となるようにす ると、よ り十分にスナ ツ

プバ ック電圧 V S B を小 さくす ることが可能 となる。

[01 27] さらに、図 3 6 に示す ように、第 1 の領域の長手方向先端部が n +型不純物

領域 3 よ りも突き出す構造 とされ る場合にも、 n +型不純物領域 3 を長手方向

において分割す ることができる。 この場合にも、 n +型不純物領域 3 の先端に



対 して第 1 の領域の長手方向先端部が突き出す距離 L c が 1 0 0 パm 以上 と

な り、かつ、分割 された各 n +型不純物領域 3 の間の距離 L c が 2 0 0 パm 以

上 となるようにす ると、よ り十分にスナ ップバ ック電圧 V S B を小 さくす る

ことが可能 となる。

(第 2 0 実施形態）

本発明の第 2 0 実施形態について説明す る。本実施形態は、第 1 2 実施形

態に対 してよ りスィ ッチング損失低減が図れ る レイアウ トに した ものであ り

、その他 に関 しては第 1 2 実施形態 と同様であるため、第 1 2 実施形態 と異

なる部分についてのみ説明す る。

[01 28] 図 3 7 ( a ) は、セル領域 における基板裏面側の レイアウ トを示 した図で

あ り、図 3 7 ( b ) は、図 3 7 ( a ) の部分拡大図である。なお、図中破線

で示 したセル領域の内部には、実際にはカソ一 ド領域 に相 当す る n +型不純物

領域 3 も形成 されているが、例 えば第 1 2 〜第 1 9 実施形態で説明 したよう

に様 々な レイアウ トの ものを採用できるため、図 3 7 ( a ) では図示を省略

してある。

[01 29] 図 3 7 ( a ) に示す ように、セル領域の外縁部においてコ レクタ領域 に相

当す る P +型不純物領域 2 およびカソー ド領域 に相 当す る n +型不純物領域 3

が混在す る混在領域 1 5 が形成 されている。 この混在領域 1 5 は、基本的に

は p +型不純物領域 2 とされているが、部分的に n +型不純物領域 3 が形成 さ

れた構造 とされている。具体的には図 3 7 ( b ) に示す ように、複数の正方

形状にて n +型不純物領域 3 が点在 させ られてお り、その寸法 を 口〜 2

0 パm Iに設定す ることで拡散係数 （= d て1 2 ) にて規定 され る拡散長以下

となるように している。また、点在 している各 n +型不純物領域 3 の間の間隔

が 1 5 O m 未満に設定す ることで、定常時やスイ ッチング時に電流密度が

大 き くな り過 ぎて混在領域 1 5 において I G B T 1 0 0 がオ ン して しま うこ

とを抑制 している。

[01 30] 図 3 8 に示す断面図のように、動作中に p 型デ ィー プゥエル層 1 3 とその

下に位置す る P +型不純物領域 2 との間にキャ リアが蓄積 されている。 このた



め、スイ ッチング時に図中矢印で示す ように p +型不純物領域 2 の表面を経路

と して電子電流が流れて n +型不純物領域 3 に流れ込む。 これ によ り、 p 型デ

ィ一 プゥエル層 1 3 と n _型 ドリフ ト層 1 および p +型不純物領域 2 とによつ

て構成 され る寄生 P N P トランジスタがオ ン して しま う。 このため、 p 型デ

ィー プゥエル層 1 3 とその下に位置す る p +型不純物領域 2 との間にホールが

再注入 されて電流集中が発生 し、半導体装置が壊れ る可能性がある。

[01 3 1 ] このため、本実施形態に示す ように、セル領域の外縁部において p +型不純

物領域 2 に n +型不純物領域 3 を点在 させた混在領域 1 5 を備 えることで、寄

生 P N P トランジスタがオ ン し難 くなるようにできる。 これ によ り、半導体

装置の耐量 を向上 させ られ る。また、ホール再注入 を抑制できるため、スィ

ッチング損失の低減 を図ることも可能 となる。

(第 2 実施形態）

本発明の第 2 1 実施形態について説明す る。本実施形態は、第 2 0 実施形

態に対 して混在領域 1 5 の構造 を変更 した ものであ り、その他 に関 しては第

2 0 実施形態 と同様であるため、第 2 0 実施形態 と異なる部分についてのみ

説明す る。

[01 32] 図 3 9 ( a ) は、セル領域 における基板裏面側の レイアウ トを示 した図で

あ り、図 3 9 ( b ) は、図 3 9 ( a ) の部分拡大図である。なお、セル領域

の内部には、実際には力ソ一 ド領域 に相 当す る n +型不純物領域 3 も形成 され

ているが、例 えば第 1 2 〜第 1 9 実施形態で説明 したように様 々な レイァゥ

卜の ものを採用できるため、図 3 9 ( a ) では図示を省略 してある。

[01 33] 図 3 9 ( a ) 、 （b ) に示す ように、本実施形態では、混在領域 1 5 に備

え られ る n +型不純物領域 3 にてセル領域の外縁部 を囲む レイァゥ 卜と してい

る。そ して、混在領域 1 5 に備 え られ る n +型不純物領域 3 の幅 を 2 O m 以

下に設定す ることで拡散係数 （= d て1 2 ) にて規定 され る拡散長以下 となる

ように している。また、各 n +型不純物領域 3 の間の間隔を 1 5 未満に

設定す ることで、定常時ゃスィ ツチング時に電流密度が大 き くな り過 ぎて混

在領域 1 5 において I G B T 1 0 0 がオ ン して しま うことを抑制 している。



このような構成 と しても、第 2 0 実施形態 と同様の効果を得 ることができる

(第 2 2 実施形態）

本発明の第 2 2 実施形態について説明す る。本実施形態 も、第 2 0 実施形

態に対 して混在領域 1 5 の構造 を変更 した ものであ り、その他 に関 しては第

2 0 実施形態 と同様であるため、第 2 0 実施形態 と異なる部分についてのみ

説明す る。

[01 34] 図 4 0 ( a ) は、セル領域 における基板裏面側の レイアウ トを示 した図で

あ り、図 4 0 ( b ) は、図 4 0 ( a ) の部分拡大図である。なお、セル領域

の内部には、実際には力ソ一 ド領域 に相 当す る n +型不純物領域 3 も形成 され

ているが、例 えば第 1 2 〜第 1 9 実施形態で説明 したように様 々な レイァゥ

卜の ものを採用できるため、図 4 0 ( a ) では図示を省略 してある。

[01 35] 図 4 0 ( a ) 、 （b ) に示す ように、本実施形態では、混在領域 1 5 に備

え られ る n +型不純物領域 3 が略四角形状 とされ るセル領域の各辺の垂直方向

に延設 された レイアウ トと している。そ して、混在領域 1 5 に備 え られ る n +

型不純物領域 3 の幅 を 1 パm 〜 2 O m に設定す ることで拡散係数 （= d て1

2 ) にて規定 され る拡散長以下 となるように している。また、各 n +型不純物

領域 3 の間の間隔を 1 5 O m 未満に設定す ることで、定常時やスィ ッチン

グ時に電流密度が大 き くな り過 ぎて混在領域 1 5 において I G B T 1 0 0 力《

オ ン して しま うことを抑制 している。 このような構成 と しても、第 2 0 実施

形態 と同様の効果を得 ることができる。

(第 2 3 実施形態）

本発明の第 2 3 実施形態について説明す る。本実施形態は、第 2 1 実施形

態に対 して混在領域 1 5 の構造 を変更 した ものであ り、その他 に関 しては第

2 実施形態 と同様であるため、第 2 実施形態 と異なる部分についてのみ

説明す る。

[01 36] 図 4 1 は、セル領域 における基板裏面側の レイアウ トを示 した図である。

なお、セル領域の内部には、実際には力ソー ド領域 に相 当す る n +型不純物領



域 3 も形成 されているが、例 えば第 1 2 〜第 1 9 実施形態で説明 したように

様 々な レイァゥ 卜の ものを採用できるため、図 4 では図示を省略 してある

[01 37] この図に示す ように、本実施形態では、混在領域 1 5 において、セル領域

の外縁部 を囲むように配置 された複数の n +型不純物領域 3 の うち最 も内周側

の ものを、それ よ りも外周側 に位置 しているものよ りも太 くしている。具体

的には、 2 O m よ り太 く設定す ることで拡散係数 （= d て1 2 ) にて規定 さ

れ る拡散長 よ り太 くしている。

[01 38] 混在領域 1 5 に備 え られ る各 n +型不純物領域 3 の間の間隔を広 く取 ると、

定常時やスイ ッチング時に電流密度が大 き くな り過 ぎて I G B T 1 0 0 がォ

ン して しま う。 このため、セル領域の外縁部 を囲むように配置 された複数の

n +型不純物領域 3 の うち最 も内周側の ものを太 くしてお くことで、それ よ り

も外側 において電流密度 を低下 させ ることが可能 となる。 これ によ り、混在

領域 1 5 において定常時やスイ ッチング時に電流密度が大 き くな り過 ぎて I

G B T 0 0 がオ ン して しま うことをよ り抑制す ることが可能 となる。

(他の実施形態）

( ) 上記各実施形態では、 I G B T 1 0 0 と F W D 2 0 0 を備 えた半導

体装置の一例 について説明 したが、各構成の形状 を変更す るな ど、適宜変更

可能である。例 えば、第 2 〜第 2 3 実施形態では、第 1 〜第 3 の領域 を備 え

た構造について説明 した。また、第 4 〜第 8 実施形態において、図中破線で

囲んだェ ミッタ領域 に相 当す る n +型不純物領域 5 が備 え られていない領域 を

設 け、 この領域 を第 2 の領域 と同 じ構造 とす る場合について説明 した。 しか

しなが ら、上記各実施形態で説明 した構造は単なる一例 を示 した ものであ り

、第 1 〜第 3 の領域の構成や第 4 〜第 8 実施形態において図中破線で囲んだ

領域の構成 を変更 しても良い。

[01 39] 図 4 2 ( a ) 〜 （c ) は、第 1 の領域のセル構成、第 2 、第 3 の領域のセ

ル構成および第 4 〜第 8 実施形態において図中破線で囲んだ領域のセル構成

の一例 を示 した断面図である。



[01 40] 図 4 2 ( a ) に示す ように、第 1 の領域 については、ェ ミッタ領域 に相 当

す る n +型不純物領域 5 を形成 しないことで、 I G B T 1 0 0 と して機能す る

部分 を間引いた間引き構造 と している。 この間引き部分における p 型ベ ー ス

領域 4 内に隣接す る トレンチ ゲー ト構造 を繋 ぐように n 型領域 （ホール ス ト

ツバ （H S ) 層） 2 0 を備 えた構造 とす ることができる。

[01 4 1 ] この ように、 n 型領域 2 0 を備 えることによ り、 I G B T 1 0 C 《I G B

T 動作 を行 う際には、 p 型ベ ー ス領域 4 の うち n 型領域 2 0 の下方位置 にお

いてキャ リアを蓄積す ることができる。つま り、 n 型領域 2 0 が無い場合に

は、ホールが p 型ベ ー ス領域 4 を通 じて上部電極 1 0 側 に抜 けて しまい、ォ

ン電圧が高 くなることか ら、オ ン電圧低下のために、 I G B T 動作時にでき

るだ けキャ リアを蓄積 させておき、導電率変調が起 こるようにす ることが望

ま しい。 このため、 n 型領域 2 0 を備 え、 p 型ベ ー ス領域 4 の うち n 型領域

2 0 の下方位置 においてキャ リアを蓄積す ることで、導電率変調 を起 こさせ

ることが可能 とな り、オ ン電圧低下を実現できる。そ して、 I G B T 形成領

域 におけるダイォ一 ド動作に伴 うホール注入が抑 え られ るため、 リカバ リ特

性 を改善す ることも可能 となる。

[01 42] なお、間引き部の p 型ベ ー ス領域 4 の うち n 型領域 2 0 よ りも上方に残 さ

れた部分は接地 され る。間引き部の近傍の I G B T 1 0 0 が I G B T 動作 を

行 う際には、コ レクタ一 ェ ミッタ間がシ ョー トす ることになるため、間引き

部に構成 され る F W D 2 0 0 が ダイォ一 ド動作 しな く可能性がある。 このた

め、 p 型べ一 ス領域 4 を接地す ることで、間引き部に構成 され る F W D 2 0

0 が確実にダイオー ド動作できるように している。

[01 43] また、図 4 2 ( b ) に示す ように、第 2 、第 3 の領域 については、全域間

引き部にて構成す ることもできる。 さらに、図 4 2 ( c ) に示す ように、第

4 〜第 8 実施形態において図中破線で囲んだ領域 については、図 4 2 ( a )

に示 した第 1 の領域の構造か ら、単にェ ミッタ領域 に相 当す る n +型不純物領

域 5 を除いた構造によって構成す ることもできる。 この場合において、第 2

の領域 を図 4 2 ( b ) の構造 とす る場合には、第 4 〜第 8 実施形態等におい



て図中破線で囲んだ領域 と第 2 の領域 とが異なる構造 となるが、特に問題は

ない。

[01 44] ( 2 ) 上記各実施形態では、基本的に、第 1 導電型を n 型、第 2 導電型を

p 型 とす る n チャネル タイプの I G B T を例 に挙 げて説明 したが、各部の導

電型を反転 させた P チャネル タイプの I G B T を適用す ることもできる。 こ

の場合、 I G B T 以外の他の構成要素についても、導電型を反転 させた構造

となる。また、上記第 1 実施形態では、 トレンチゲ一 ト構造について説明 し

たが、ラテラル型のゲー ト構造の I G B T についても、距離W 1 〜W 3 を第

実施形態 と同様の関係 とす ることで、第 1 実施形態に示 した効果を得 るこ

とができる。また一部の実施例 は D M O S にも適用可能である。

[01 45] ( 3 ) 上記第 1 実施形態では、 F S 層 1 a を形成 した構造 を例 に挙 げたが

、 n - 型 ドリフ ト層 1 の裏面に、 p +型不純物領域 2 および n +型不純物領域 3

のみが形成 された F S 層 1 a が備 え られていない構造 と しても良い。



請求の範囲

[請求項 1] セル領域 に縦型の絶縁ゲー ト型バイポー ラ トランジスタ （1 0 0 )

が備 え られ ると共に、該セル領域 における前記絶縁ゲ一 ト型バイポー

ラ トランジスタ （1 0 0 ) を囲むようにフ リーホイール ダイオー ド （

2 0 0 ) が備 え られ、 さらに前記セル領域 を囲む外周耐圧構造が形成

された外周領域が備 え られ る半導体装置であって、

第 1 導電型の ドリフ ト層 （1 ) と、

前記セル領域 および前記外周領域 において、前記第 1 導電型の ドリ

フ ト層 （1 ) の裏面側 に配置 された第 2 導電型の コ レクタ領域 （2 )

と、

前記セル領域 において、前記第 1 導電型の ドリフ ト層 （1 ) の裏面

側 における前記 コ レクタ領域 （2 ) が配置 されていない領域 に配置 さ

れた第 1 導電型の力ソー ド領域 （3 ) と、

前記 ドリフ ト層 （1 ) の表面側の表層部において、前記セル領域の

うち前記絶縁ゲー ト型バイポー ラ トランジスタ （1 0 0 ) が備 え られ

る領域 および前記 フ リー ホイー ル ダイオー ド （2 0 0 ) が備 え られ る

領域 に形成 された第 2 導電型のベース領域 （4 ) と、

前記ベース領域 （4 ) の表層部に形成 された第 1 導電型のェ ミッタ

領域 （5 ) と、

前記ェ ミッタ領域 （5 ) と前記 ドリフ ト層 （1 ) の間における前記

ベース領域 （4 ) の表面に形成 されたゲー ト絶縁膜 （7 ) と、

前記ゲー ト絶縁膜 （7 ) の上 に形成 されたゲー ト電極 （8 ) と、

前記 ドリフ ト層 （1 ) の表面側の表層部において、前記セル領域の

うち前記 フ リーホイール ダイオー ド （2 0 0 ) が備 え られ る領域 に形

成 され、前記ベース領域 （4 ) の外周 を囲みつつ、前記ベース領域 （

4 ) と接続 され、前記ベース領域 （4 ) よ りも高不純物濃度で深 くさ

れた第 2 導電型のデ ィー プゥエル層 （1 3 ) と、

前記ェ ミッタ領域 （5 ) と前記ベース領域 （4 ) および前記デ ィー



プゥエル層 （1 3 ) と電気的に接続 された上部電極 （1 0 ) と、

前記 コ レクタ領域 （2 ) および前記力ソー ド領域 （3 ) に電気的に

接続 された下部電極 （1 2 ) とを有 し、

前記デ ィー プゥエル層 （1 3 ) の外周側端部 を前記 ドリフ ト層 （1

) の裏面側 に投影 した位置 よ り前記力ソー ド領域 （3 ) と前記 コ レク

タ領域 （2 ) との境界部までの距離 をW 1 、前記ベ ー ス領域 （4 ) の

うち前記絶縁ゲー ト型バイポー ラ トランジスタ （1 0 0 ) と前記 フ リ

一ホイール ダイオー ド （2 0 0 ) との境界部か ら前記デ ィー プゥエル

層 （1 3 ) の外周側端部までの距離 をW 2 、前記デ ィー プゥエル層 （

3 ) と前記ベース領域 （4 ) との境界部 を裏面側 に投影 した位置 よ

り前記力ソー ド領域 （3 ) と前記 コ レクタ領域 （2 ) との境界部まで

の距離 をW 3 、前記 ドリフ ト層 （1 ) の厚み を L 、前記 ドリフ ト層

( 1 ) 内でのキャ リアの拡散係数 を D 、キャ リアのライフタイムを て

、前記絶縁ゲー ト型バイポー ラ トランジスタ （1 0 0 ) および前記 フ

リーホイール ダイオー ド （2 0 0 ) の構造に基づいて決まる第 1 パ ラ

メー タを k 1 、前記デ ィー プゥヱル層 （1 3 ) の構造に基づいて決ま

る第 2 パ ラメー タを k 2 、前記デ ィ一 プゥエル層 （1 3 ) と前記 ドリ

フ ト層 （1 ) の間の ビル トインポテンシャル （V A K ( t h ) ) に対

す るスナ ップバ ック電圧 （V S B ) の比に対 して前記第 1 パ ラメー タ

k を掛 けた値 （k 1 V S B V A K ( t h ) ) を K とす ると、

距離W と距離W 2 および距離W 3 は、

W 3 ≥ ( ( k 2 ( D て） / 2 ) 2 - L 2 ) ( 1 2 )

かつ、

W 2 ≥ L / 2

ただ し、 Κ ≥ 2 . 5

かつ

W 2 - W ≥ 0

を満たす値 とされていることを特徴 とす る半導体装置。



[請求項2] 前記距離W 3 、W 2 、W 1 は、

W 3 = ( ( k 2 ( D て ） / 2 ) 2 - L 2 ) ( 1 2 )

かつ

W 2 = L / 2

かつ

W 2 - W = 1 0 がm

であることを特徴 とす る請求項 1 に記載の半導体装置。

[請求項3] 前記ゲー ト電極 （8 ) がー方向を長手方向と して延設 されたゲー ト

構造 とされ、

前記ゲ一 ト構造の長手方向の先端位置 においても、

前記距離W と前記距離W 2 および前記距離W 3 は、

W 3 ≥ ( ( k 2 ( D て ） / 2 ) 2 - L 2 ) ( 1 2 )

かつ、

W 2 ≥ L / 2

ただ し、 Κ ≥ 2 . 5

かつ

W 2 - W ≥ 0 m

を満たす値 とされていることを特徴 とす る請求項 1 または 2 に記載

の半導体装置。

[請求項4] 前記複数のゲー ト構造の間の一部において、前記ェ ミッタ領域 （5

) が形成 されない部分 を備 えることによ り、前記ェ ミッタ領域 （5 )

が形成 されていて前記絶縁ゲ一 ト型バイポー ラ トランジスタ （1 0 0

) と して動作す る部分 を含む第 1 の領域 と、前記ェ ミッタ領域 （5 )

が形成 されない部分 を含み、かつ、当該部分が前記 フ リー ホイー ル ダ

ィオー ド （2 0 0 ) と して動作す る第 2 の領域 とを構成 し、前記絶縁

ゲー ト型バイポー ラ トランジスタ （1 0 0 ) を囲む前記 フ リーホイ一

ル ダイオー ド （2 0 0 ) が備 え られ部分 を第 3 の領域 と して、

前記第 1 の領域 および前記第 2 の領域 は、前記ゲ一 ト構造 と同方向



が長手方向とされ、

前記第 3 の領域 に加 えて前記第 2 の領域 にも前記 フ リ一ホイール ダ

ィオー ド （2 0 0 ) を備 えた構成 とす ることを特徴 とす る請求項 3 に

記載の半導体装置。

前記ェ ミッタ領域 （5 ) が形成 されない部分の幅が 2 以上 と

されていることを特徴 とす る請求項 4 に記載の半導体装置。

前記力ソー ド領域 （3 ) は、前記第 1 の領域の長手方向と同方向を

長手方向と して形成 されていると共に、前記第 1 の領域の長手方向先

端部 よ りも突き出 して配置 されてお り、該長手方向において分割 され

ていることを特徴 とす る請求項 4 または 5 に記載の半導体装置。

前記第 1 の領域 は長手方向において複数に分割 されていることを特

徵 とす る請求項 4 または 5 に記載の半導体装置。

分割 された前記第 1 の領域の間の領域 に前記ベース領域 （4 ) のみ

が形成 され ることで、当該領域 にもフ リーホイール ダイオー ド （2 0

0 ) が構成 されていることを特徴 とす る請求項 7 に記載の半導体装置

前記力ソー ド領域 （3 ) は、前記第 1 の領域の長手方向と同方向を

長手方向と して形成 されてお り、

前記第 1 の領域の長手方向先端部の方が前記力ソー ド領域 （3 ) の

長手方向先端部 よ りも突き出 して配置 されていることを特徴 とす る請

求項 7 または 8 に記載の半導体装置。

前記分割 された前記第 1の領域の間の距離 （W 、 B 2 ) が前記距離

W 2 の 2 倍 以上 とさ

れていることを特徴 とす る請求項 7 ない し9 の いずれか 1 つに記載の

半導体装置。

前記第 1 の領域 は、 さらに長手方向において複数箇所で分割 されて

お り、複数箇所で分割 された当該第 1 の領域の間の領域 に前記エ ミッ

タ領域 （5 ) が形成 されないことで、当該領域 にもフ リーホイール ダ



ィォー ド （2 0 0 ) が構成 され、

前記力ソー ド領域 （3 ) は、複数箇所で分割 された前記第 1 の領域

の間の領域 と対応す る位置 において前記第 1 の領域 と対応す る位置 よ

りも幅広 とされていることを特徴 とす る請求項 7 ない し 1 0 のいずれ

か 1 つに記載の半導体装置。

前記第 1 の領域 は複数本並べて配置 され、隣 り合 う当該第 1 の領域

の うち対向す る辺の一部が凹まされ、該凹まされた領域 にもフ リーホ

ィール ダイオー ド （2 0 0 ) が構成 されていることを特徴 とす る請求

項 4 または 5 に記載の半導体装置。

前記力ソー ド領域 （3 ) は、前記第 1 の領域の長手方向と同方向を

長手方向と して形成 されてお り、

前記第 1 の領域の一部が凹まされた領域 に設 けられた前記 フ リーホ

ィ一ル ダイオー ド （2 0 0 ) と対向 して、当該凹まされた領域 に設 け

られた前記 フ リーホイール ダイォ一 ド （2 0 0 ) の幅に合せて前記力

ソー ド領域 （3 ) が形成 されていることを特徴 とす る請求項 1 2 に記

載の半導体装置。

前記力ソー ド領域 （3 ) は、前記第 2 の領域 と対応す る場所に形成

された領域 （3 a ) と、該第 2 の領域 と対応す る場所に形成 された領

域 （3 a ) よ りも幅が狭 く、力、つ、前記第 1 の領域 と対応す る場所に

形成 された領域 （3 b ) とを有 していることを特徴 とす る請求項 4 な

い し 1 3 のいずれか 1 つに記載の半導体装置。

前記 ドリフ ト層 （1 ) の裏面側 において、前記セル領域の外縁部に

は、前記 コ レクタ領域 （2 ) および前記力ソー ド領域 （3 ) が混在す

る混在領域 （1 5 ) が備 え られていることを特徴 とす る請求項 1 ない

し 1 4 のいずれか 1 つに記載の半導体装置。

前記セル領域 および前記外周領域 において、前記第 1 導電型の ドリ

フ ト層 （1 ) の裏面側 に配置 され、前記 ドリフ ト層 （1 ) よ りも高不

純物濃度 とされた第 1 導電型の フィール ドス トップ層 （1 a ) を有 し



前記 コ レクタ領域 （2 ) および前記力ソー ド領域 （3 ) は、前記 ド

リフ ト層 （1 ) の裏面側 における前記 フィール ドス トップ層 （1 a )

の表層部に形成 されていることを特徴 とす る請求項 1 ない し 1 5 の い

ずれか 1 つに記載の半導体装置。

[請求項 17] 前記ベース領域 （4 ) を貫通 し、一方向を長手方向と して複数本が

所定の間隔で並べ られた トレンチ （6 ) を有 し、

前記ゲー ト絶縁膜 （7 ) および前記ゲー ト電極 （8 ) が前記 トレン

チ （6 ) 内において形成 された トレンチゲー ト構造であることを特徴

とす る請求項 1 ない し 1 6 の いずれか 1 つに記載の半導体装置。
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